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人口の増加や人為活動の拡大に伴って加速度的に進む自然資源の減少(図 1 ・ 1 ・ 1) や廃




今日の環境破壊が将来の開発による生産性を損なうなど 3 環境問題が開発を危う くする可
能性を摘むことはできず，このような考え方を修正する必要性から， 1992 年に開催された
地球サミットでリオ宣言ならびに行動計画であるアジェンダ21(Agenda21)が採択された.
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図 1 ・ 1 ・ 1 開発途上地域における天然林の年間消失面積
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図 1 ・ 1 ・2 日本の産業廃棄物総排出量の推移3
えに立って，経済社会システムの中で物質循環を確保 して環境への負荷をできる限り少な
;し 3 循環を基調とする経済社会システムを実現しよ う と いう ものである このよう(;自
然ぞ物質循環と経済社会シス テムの中における物質循環の両面から循環をとらえてい る
l 循環」 の目的の一つは 3 フ アクタ -4 4やフ アクター 105などで言われて い るよ共に単一の企業内部だけではな く ，すべての産業社会を構成 してい る部門が環境への負占をム
減することである・ つ ま り 3 先進社会の資源やエネルギーの使用を低減することと?人為
??の有害物質を徹底し掛化 し管理す る こと に よ っ て 3 環境負荷を低減するこ吋




このような経済社会システムや産業社会を循環を基調としたものに転換するためには 3経済主体や組織のマネジメントにおいて，環境を対象とし 3 環境と調和した経営を進めていく 必要がある・その具体的な手だてが事業所の環境マネジメント (EnvironmentalManagement)になる.





技術的手法は，ハードな技術だけではなく 3 経営技術というようなソフトの技術も含む・経済的手法は，現在の市場経済で不経済と見なされる環境影響を放置せず ， 環境価値を綜




さらに 環境マネジメントの情報的側面にも着目し 3 環境パフォーマンス評価
fヶーmen凶 Performance Evaluation; EPE)の枠組みを念頭に置きながら，得られた工環束現ノハ1 ヌオ一マンスや環境情報(但Env川ironmen川11此t札訓a剖1 1nDおorma抗ti叩on吋1吋)としての環境パフす一 L ス指標(但Er川onn汀川lme























図 1 ・ 1 ・2 持続可能な産業社会への転換と本論文の位置づけ













情報的側面からのアプローチによって構成される . 特に技術的側面は， 3 つの技術的アプ





2 番目の P はプロダクト (Product)で、ある . すべての企業は何らかの形の製品やサービス
を世の中に提供して存在しており 2設計段階やサービスのあり方も根本的に見直しながら，
製品を徹底して持続可能な物に転換する .
3 番目の P は経営政策のポリシー(Engineering Policy)で、 ある.企業は販売 して い る製品
3 





以上を踏まえた本論文の各章の構成を図 1 ・2 ・ 1 に示す.
第 1 章は序論であ り ， 持続可能な発展に関す る事業所の取り組みに基づいて本論文の些
景および目?について述べた後 3 それを受けた本論文の内容とそれが展開される論文の合
成についてm して い る.
第 2 章は，ま T産業社会と環境とを結ひ、つける重要な概念として持続可能な発展をめさ検
した産業エコ口ンーと循環複合体の詳細なアプローチを示す・次に，物質の視点、から得ら
れる概念をもとに産業社会を定義し，物質が及ぼす環境影響の最小化への手法として，マ
ク ロ物質 3 ミクロ物質のそれぞれを対象としたアプローチの方法を示す.
第 3 章は，産業社会を持続可能な社会に構造転換するアプローチの中から技術的手法を
取 り 上げ る その内容は 3P アプローチと呼ばれるプロセス アプローチ 3 プロダクト
アプローチョエこシニアリング ポリシー アプローチであり，それぞれの手法で主に用
い られる環境負何定量化のための評価手法としてョライフサイクルアセスメント，マテリ
アルフロー分析などの概要を示す・また p 環境資源勘定と物質に着目して 3 各評価手法の
関連性を恋べる.
第 4章から第 6 章は 3 第 2 章および第 3 章に対応し，それらにもとづいて具体的な分析
と評価をおこなった部分である.







c.: ，マテリアルフロー分析(Material Flow Analysis; MFA)による現状のエネルギ オ投入量や有機系廃棄物のフローを把握し E ぞれをもとに有機副産物の質を考慮し;5L
向のフード・システムデザインを行う その環境負荷低減の効果を川で評価し，さち:
有機廃棄物のリサイクルと関連既存施設利用による潜在的効果を把握する.
第 6 章のエンジニアリング・ポリシー・アプローチでは 3 マクロな物質から漏れる部分
である有害化学物質などの ミ クロな物質を対象に p 現状の PRTR システムの意義と課題を
念頭に置きながら，流通システムにとっての PRTR の概念を提示し，流通業で扱う製品に
付随した PRTR のあり 方を考察する.
第 7 章では p 第 4 章から第 6 章の技術的側面からのアプローチで得られるバフ+ーづ~
スを情報の側面から再度とらえなおす まず環境パフォーマンス評価や指標 3 環ーぷ
概要をとらえた上で， 3 P ア プローチから得られる環境パフォーマ ンスと環境パフォーマ
4 
ンス指標を明示し 3 得られた指標の特徴について考察する.





























1 World Commission on E zford Universmr制限お;;zJJ針。協弘主222mmJA323
2 国際連合食糧農業機関編(1998) 世界食糧農業白書 1997 年 国際食糧農業協会 ， 65 ! 田中勝(1998) 廃棄物学概論，日本環境測定分析335 3 
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ーの流れを定量的に把握すること が不可欠である . 本章では，産業社会と環境とを結びつ
けるシステムの中で，持続可能な発展に最 も適う と著者が判断する方法である産業エコロ




産業社会と環境の相互関係をみるときに 4 つのアプローチがある が 2 それをま とめたの
が表 2・ 2-1 である l































である.同時にこの選択肢をとることは p 現行の人口どころか，もっと少ない人 口 しか将
来的に支えられない世界が現出する可能性がある.今の社会から突如として技術がな く な
ったら，結果的に地球人口は壊滅的に短期間のうちに落ち込むことになるだろう.こ の よ
う な人口 の急減が倫理的に意味するところは 3 明らかに甚大である.
4 番目の選択肢である現状継続路線は F ま た同様に基本から間違ってお り 3 最 も コ スト
のかかる選択である . 現在の指数的な成長を極端な環境圧力で終わりになる まで続けて い
く こ の方向の最大の問題点は，明らかに短期間しか持続できない点 3 また一般に将来世代
や地球全体の環境システムに多額の費用をかけてしか継続で きないという点である・エス
カレート する物質の使い捨てや資本ストック ・エネルギー・ 資源消費の急激な伸びは 3 単
?に考えても持続するはずがない この よ う な現状を継続して いくや り 方の結末は，皮肉
ばこ と にラジカル ・ エ コロ ジーの場合と結果的にあまり 変わら ないものとなると予想され
る・ すなわち 3 政治的 3 経済的ま た社会的な破綻と い った大 きなリス ク とともに 3 なす術
がない まま に人口の急減がおきる こ と に なるだろう.
残 り の 2 つ の選択肢，つまりディープ・エコロ ジー(Deep Ecology) と産業エコロジー
(Industrial Eco lo gy)で、 は 3 環境への配慮や環境制約を人類の文化や経済活動のすべてのレ
ベルで内部化 しなければなちない と い う認識で一致して い る・しかし F 持続可能な世界へ
転換していく に際しての技術の役割についての見方が異なって い る.
デイープ・エコロジーの考えでは，技術が環境変動にかなりの影響をもっていると認識
して い るため，技術を疑問視する傾向にある・従って，持続可能な世界へ展開していく中
79 技術にはあまり大きな役割を与えてい ない むしろ，交通手段としては自転車といっ
たロー・テクノロジーの選択肢へ回帰することを主張してい る.その結果，維持すべき人
口:ベルも低いところに，また地球の収容量も今より小さなものと考えている このデ、 イ
-/ エコロ ジーの考えでは 3 技術はコントロールすべきもので，開発したり進展させる






ながっているにしても 3 その目標が現行の人口レベルを維持するのであれば 3 適正技術を
進展させることは最も重要なことにな
る.この新しい技術は，その中核にお
いて 3 革新的でなければならず F また
産業エコロジ一
、
効率的な種々の製品，プロセス 3 サー ι J _--一一一一一一一》
ピス等の開発 3エネルギーの高効率化， -~~，.-ディープ・エコロジー



















である . 米国工学アカ デミ一会長の White 3は，産業エコロジーを p 産業生産消費活動にお
ける物質やエネルギーの流れ， そ のフローが環境に与える影響，さらに政治・経済・社会 ・
政府規制などのフ ァク ターが各種資源のフロ ー・ 利用 ・ 転換におよぼす影響などに関する
学問であると定義 している.
Graedel とAllenby4は， 産業エコロ ジーは方法論であり，それによって人類、が経済的 ・
文化的・技術的に発展することを前提に， 望 ま しい環境容量または地球の収容力に積極的
にかつ理性をもってアプローチ し 3 これを維持可能と考えるも のであると定義している .
後藤5はもっと広く，物質やエネルギーを多用し，また使い捨てにし 3 地球環境に多大な
負荷を与えている現行の生産・消費を中 JG\ とする産業経済社会を全体として見直し，これ
を自然生態系における物質循環を模した形に構造的に転換して い こうと する新 しい概念で
あるとしている.
このように，産業エコロジーとは将来の種々の悪影響を評価し最小にす るのに役立つ よ
うな産業一環境の相互作用へのアプローチであり 3 将来どう事業活動を展開すべ きかを扱
いながら，産業と環境との種々の相互作用を健全なものに変えていき，結果的に費用効果












この循環複合体研究(ReCycle-oriented Industrial Complex Project; CCP)においては 3
産業社会の経済主体が現実の社会との関係を保ちつつ 3 複数の事業体と循環形成の行動を
構想し 3 計画として提起し 3 事業を実施するという 一連の行為そのものに実験的性格を与
えている.そして循環複合体の構築のために 3 複数の経済主体が資源化を行う相手先の副
産物 3 副産物の資源化で結びついた関係を維持し発展していく上での中核的な技術 2 およ
び資源化を妨げている社会的要因の 3 つを明確にしていく .
循環複合体研究では，図 2・3 ・ 1 のように 3 つの実験地を設定し 3 それぞれに指標となる
製品を設定しつつ 3 中核となる転換技術を開発しようとしている.このとき， 多様な製品
のなかで特定の製品を選び出すことによって製品循環のデザイ ンを具体的に検討できるメ
リ ッ トがあ り 3 次々に対象とする製品を追加 していくことで製品循環のパタ ー ン とその多
9 
図 2・3・ 1 循環複合体の全体のシステム











2. 4. 1 物質の流れからみた産業社会の定義
産業社会すなわち現行市場経済におけるカギをにぎる経済主体(Stakeholder)は，後藤9
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図 2-4・ 1 リサイクル社会に関与する主体










2. 4. 2 物質の視点からの研究の位置づけ
本項では物質の視点、からの概念をいくつか提示し，そこから本研究の位置づけをおこな
つ.




を及ぼす物質の流れと捉えている.そして人間に起因する物質の流れを表 2・4 ・ 1 のように
分類している.
( 2 )物質収支(Material Balance) 




念で，物質が貯留されるところである. 二つ自の有用な概念は流束(Flux)で 3 当該する貯
11 
の間， 等々の各主体問のつながりであり，環境の物質代謝(Environmental Metabolism) 
は生物園 と大気圏との各種関連，河口域水と海水との種々の相互作用等を指す ・ そして図
2・4-2 の よう に産業と環境の聞に相互作用が生じていることを表し，これらの事象を包摂
するのが産業エコロ ジー としている .
西村 15によると， この図は 3 環境科学者の研究分野(環境の物質代謝)、 やがエンジニアの
研究分野(産業界の物質代謝) に接近して きたと考えると 3 産業エコロンーのツールは既
存の環境科学と産業活動理念とを包摂する「総合科学」 と解釈でき，また逆に 3 エンジニ
7の研究分野が環境科学者の研究分野に進出してき たと考え ると 3 産業エコロジーのツー
ルは「システム思考によるエコロジー的視点に基づいた産業管理の研究領域」と解釈でき




表 2・4 ・ 1 人間に起因する物質の流れの分類、
I . 天然素材(第一次原料)
1 . 土(表土， 掘削土 3 降下灰 3 加工された土壌を含む )
2. 地質的原料・建材(エネルギー源物質 ， 砂 ， 砂利， 鉱物， 鉱石を含む )
3. 水
4 . 大気
5 . 生物的原料(自然の まま の領域，耕作経営領域か ら )
I1. 中間・最終製品
1 . 第二次 ・中間工業製品
2 . 最終工業製品(例えば，殺虫剤，塗料)








2. 4. 3 物質の種類とスペクトル
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留槽に単位時間あたり出入 り する特定の物質量のことである. 三つ自に，発生源(Sources)
と吸収部(Sinks) と い う概念があり，特定の物質量の貯留槽への入力速度と貯留槽中での単
位時間あたり消滅量を い う.いくつかの貯留槽が連結したシステムで 3 特定の物質が移動
し溜まったりするものはサイクル(Cycle) と呼ばれる.















( 3 )物質代謝(Material Metabolism) 
末石 13は， 生物が日々，外界より物質を取り入れ 3 栄養とエネルギーを得て排池をおこ
なうことにより， 生命を維持するように，人間活動も生活や生産に必要な様々なものを外
界から得て，廃棄することによって 3 活動を維持することと定義している.
ま たグレーデルら 1 -1は物質代謝を産業と環境の各領域でそれぞれ次のように定義してい
る. 産業の物質代謝(lndustrial Metabolism) とは供給サイドと需給側，生産者と消費者と
12 
- 微量金属類:アンチモン，ヒ素，カドミウム 3 ク ロ ム ョ 鉛 F 水銀，セレ ンなど








・ 揮発性有機炭素化合物: VOCs 
・酸化窒素 3 二酸化窒素 : NOx 
・二酸化硫黄 : 802 
物質を区分するとき 3 組成， 量 3 大きさ 3 濃度などの視点があるが p ここでは排出の暑の規模の視点から物質のスペクトルを図山に示す 物質を量で見ると，マクロな物長からミクロな物質に対象を移すにつれて 3 地域における循環形成，排出量の削減と処理 3移動管理をともなう排出最小化と無害化といった方策によって環境負荷の低減を図ること






















2. 4. 4 マクロな物質の環境影響の最小化手法
マクロな物質による環境影響を少なくするためには 3 物質そのものの使用の減量化，代
替化を進めると同時に， 図 2-4-4 のような自然循環を模した物質の循環を形成する必要が


























































2. 4. 5 ミクロな物質の環境影響の最小化手法
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第 3 章 事業所と産業組織の環境施策の道具的特徴
3. 1 緒言
本章では ，まず産業社会を持続可能な社会に構造転換するアプローチとして 3 技術的
手法 3 経済的手法 F 制度的手法の 3 つの手法 を提示する・その中で，特に技術的手法 を
本論文で主に取 り上げ3 その際の環境負荷定量化のための評価手法の必要性を述べる.
次に技術的手法をさらに詳細に示す.その内容は 3P アプローチと呼ばれるプロセ
ス・アプローチ 3 プロダクト・アプローチ 3 エンジニアリング・ポリシー・アプローチ






後藤1によると 3 この産業社会を持続可能な社会に構造転換する方法として 3 大きくわ
けで表 3-2-1 のように三つの手法がある.
( 1 )技術的方法








① 持続可能な生産 3 特に EMS や清浄生産工程
② 持続可能な消費，特にラベリングやグリーン購入
③ 持続可能な廃棄物管理 3 特にリサイクル(回収再生利用)










きな い ため， 環境価値を経済に内部化して 3 環境を正当に評価する手法が必要である.
1980 年代に先進国の国際機関である OECD が様々なケーススタデイを実施しており.
m 年に OECD の理事会勧告としてョ経済的手法を活用すべきことを述べている そ
18 
の内容は表 3・2 ・ 1 のよ うに 4 つの手法に分類、している.一つは税および課徴金というカ
テゴリーで， 次に COP3 京都会議で正式に議論された排出権取引の枠組みであり， 3 番
目がデポジツ ト制度， 4 番 目 は助成処置である . 表 3 ・2 ・2 に OECD 加盟国における廃棄
物処理と製品に係わる環境税や課徴金の概要2 を 示す . 上の部分が電池，プラスチ ック袋，
タイヤなどの製品課徴金であり， 下側が埋立課徴金を示している . この表から，日本は
空欄のままであり 3 経済的なアプローチは導入されていないことがわかる .
表 3-2-2 OECD 加盟国における廃棄物処理と製品に係わ る環境税や課徴金の概要
オ オ ノえ カチ T フフ ドギ 1¥ ア ア イ日 Jレ メ オ ノ ホ ポ ス ス ス ト イ ア
)[., ナエ 、J イラ イリ ノ イ イ タ本 ク キ フ ニL jレ )[., ~ ウ イ )[., ギ メ
スス ギ ダコ マン ノ ツ シガ ス jレ セ 、J 、J |ウ フ トイ エ ス コ リ')
卜ト | ラ ス ヤ リ フ フ ア 、dノ コ ダ ‘ノ エン ガ 、dノ ス カ
フ ') クン | ン 、，ノ フ | ド Jし ウ'




電池 。 。 。 。 。
プラスチック袋 。 。 。 。
使い捨て容器 。 。 。 。 。 。 。
タイヤ 。 。 。 。 。







一般廃棄物課徴金 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
廃棄物処理課徴金 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。
有害廃棄物課徴金 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。 。




















転換を 図ることができる . 本論文では この 3 つの手法の中で特に技術的手法を取 り 上げ 3
持続可能な産業社会への転換に向けた事業所の取 り 組みの事例を扱 う .
3. 3 技術的手法における 3P アプローチ
本節では 3 持続可能な産業社会への転換の方法の一つである技術的手法を取り 上げ‘ る.
こ のと き， 企業は自発的にまた計画的，戦略的に多様な取り組みを行うことによって 3
自ら の事業活動に伴う 環境負荷を低減することが目的となる.個別の企業の具体的な取
り組みには各種各様なものがある が，後藤3はこれらを表 3 ・3 ・ 1 に示すように大まかに分
類、し ，全体を事業者の r 3 P アプローチ」と呼んで い る.
表 3 ・3 ・ 1 事業者による環境負荷低減のための“ 3P のアプローチ"
・PROCESS: 企業のプロセス設計およびその運用の見直し転換
手法: EMS , EPE(Environmental Performance Evaluation) , 
LCA(Life Cycle Assessment) , etc. 
・ PRODUCT: 企業の製品・容器包装設計およびサービスの見直し転換
手法: LCA, LCI(Life Cycle Inventory) , Ecobalance , 
DFE(Design For Environment) , DFR(Design For Recycling) , 
PA(Product Assessment) , EL(Environmental Labelling) , etc. 
・ENGINEERING POLICY :企業の経営方針の見直し転換
手法: BS7750, EMAS(Eco・Management & Audit Scheme) , 
EMS(Environmental Management System) , 
EA(Environmental Auditing) , etc. 
これらのアプローチは，表 3・ 3 ・2 に示すように 3 個別技術の開発，環境パフォーマン
スの指標化と い う技術的側面もあれば，事業所における役割分担や意思決定に関する組
織的側面や 3 社会システムを構築するところの社会的側面もある.その中で 3 プロセスョ
製品 3 エンジニアリング政策の環境適合性を議論するとき，技術的側面が最初に行われ




表 3-3-2 3 P アプローチのもつ様々な側面
プロセス・アプローチ プロダクト・アプローチ エンジニアリング・・ポリ
シー・アプローチ





- ゼロエ ミッシ ョン
資源化 マンスと指標化
- 主体聞の協力・連携 ・ マネジメント手順
・ 役割分担， 意思決定
・ マニフェスト制度 ・ IS0 国際規格





てい く には， 事業活動に伴う環境負荷の定量化ができるような，チェック機能を含むそ
れなりの効果的な体系的評価手法が必要になる .
一方，循環複合体研究(ReCycle-oriented Industrial Complex Project; CCP)では，次
の二つのアプローチを活用することを提示している 4
- 製品連鎖アプローチ(Product Chain Approach) 
・ 代謝収支アプローチ(Metabolism Dynamics Approach) 
製品の流れに沿った製品連鎖アプローチでは，ライフサイ クルで見た拡大生産者責任
を原則とした製品政策を産み出している この製品政策も環境商品のデザイ ンとして産
業主体の関J L，\ O)領域で論じられるものと， 環境配慮の情報的コミュニケーシヨンゲラ
ットフォームづくり，リサイクルや中古製品保証などに関する情報イ ン フラ の構築とい
った . より社会システムに近い領域で論じられるものがある.
来且得体や地域の物質代謝に対する代謝収支アプローチて、 は，産業連鎖や資源の代替性
を検討し F 環境負荷を最小にしてい く 技術と政策を産み出してい る・物質収支と並行し
て作用と反応の力学的もしくは構造生成的な表現によって分析と評価およびデザイ ン を
可能としている.
CCP をこの 2 つのアプローチといくつかの幅をもっ領域区分で位置づけると=技術的
次元と組織的次元，社会的次元の 3 つの次元(Dimension)で考えるのが妥当である.









ムを構築することに相当し 3 他方 3 製品連鎖では製品の長寿命化や回収，再生利用を促
す社会システムを構築することに相当する.
以上， 3 P アプローチと CCP のアプローチをそれぞれ提示したが 3 本節では 3P ア
フ ローデの各手法についてそれぞれ詳細に説明するとともに，それ ら と 関連して本論文
で使用される評価手法について概要を示す.
3. 3. 1 プロセス・アプローチ(ProcessApproach) 




方式を見直していくものである.第 4 章では 3 一つの工場の様々なプロセスを対象に生
産方法や排水処理方法などの転換を図っている.
その評価手法として，環境パフォーマンス評価 (Environmental Perfornlance 
Evaluation; EPE) やライフサイクル評価 (Life Cycle Assessment; LCA) が提供され
ている.第 4 章では工場のプロセスで発生する環境負荷の定量化のために LCA を道具
として用いている.
LCA はマクロな特定の物質や元素に着目した分析であるが，ある一面的な要素だけに
着目するのではなく 3 製品の「ゆりかごから墓場まで (from the Cradle to the Grave)J 
を考え 3 なるべく定量的かつ総合的に評価するものである. LCA は基本的に表 3・3 ・ 3 の
4 つの段階(Phase)から構成される 5
表 3・3 ・ 3 LCA の 4 つの段階
①目的の設定と範囲の明確化(GoalDefinition and Scoping) ; 
課題を定義し，目的，対象の範囲と単位，対象ステージ等の要件を設定すること
②インベントリー分析(データ調査; Inventory i¥nalysis) ; 
ライフサイクルの各プロセスでの物質，エネルギーのインプットとアウトプットの詳細な調査







でを言及している.しかし国際標準化機構(International Standard Organization; 1SO) 
における標準化・規格化という観点、からは，④のすべてを検討対象とはせず，図 3 ・3 ・ 1
【LCAの手法(ISO規格化の対象)】












図 3 ・3 ・ 1 IS0 による LCA のフェイズ
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のようにフェイズ①~③はそのまま従来通りとし 3 フェイズ④は結果の解釈
(Interpretation)の部分だけに限定して LCA 手法を構成し， LCA の手法と適用を明確に
分離している.
本論文では， LCA によるイ ンベントリー分析 ・インパクト分析の結果をもとに F 事業
所のプロセスにおける環境負荷低減のための留意点について解釈を試みる .
3. 3. 2 プロダクト・アプローチ(ProductApproach) 
すべての企業は何らかの形の製品やサービスを世の中に提供して存在しており 3 設計
段階やサービスのあり方も根本的に見直しながら， 製品を徹底して持続可能な物に転換
する.産業界では， LCA のみならず，エコデザイン (Eco Design) ， 環境適合設計法
(Design for Environment; DFE) やリサイクル設計法 (Designfor Recycling) などの
方法で 3 製品などを徹底して見直す方向を採用している.第 5 章では食品というプロダ
クトを対象に，都市の中で発生する環境負荷を LCA で評価するが，そのインべ ン ト リ
ー分析のベースとなる情報を得るために，マテリアルフロ一分析 (Material Flow 
Analysis; MFA) を行った.
マテリアルフロ一分析とは，ある着目した系に投入される資源やエネルギーと 2 系か














すれば，そのまま LCA へ拡張できる .
本論文では，上記利点を考慮、に入れながら，食品の加工・流通・消費に関するマテリ
アルフロ一分析を実施 3 その情報をもとに LCA を用いて環境負荷低減の効果の評価を
おこなう.





ていることと相互に確認する手順と証が必要 と されている .そこで国際標準化機構
(In ternational Standard Organization; ISO) に よって 国際規格がつく らはじめ，
ISO 1 4000 シリーズとして環境管理システム (IS014001 ， 1 4004) ， 環境監査(ISO14010 
~ 1 2)が国際的に認められて いる . その他にも ， 環境ラ ベル(IS014020~25) ， 環境パフ
ォーマンス評価 (ISO 1403 1 ) ， ライ フ サイ ク ルアセスメン ト (ISO 14040~43)などが今標
準化の作業が進められて い る.
環境マネ ジ メ ン トシステムを構築した事業所において 3 自らの基準に沿って企業の環
境方針を見直 して継続的に改善してい くことを 3 自 主的かつ透明性をもって推進してい
く ことが期待される.通常は環境マネジメントシステムの中のマネジメント手順 p 役割
分担や意思決定という組織的側面が想定されるが，ここではむしろマネジメントシステ
ム によって得られる環境パフォーマンスを取り上げ 3 指標化すると い う技術的側面に着
目する.
第 6 章では有害化学物質を対象に企業の経営やその方針・戦略を考察する際に，有害
化学物質の管理を推進してい く 上での制度である有害物質排出移動登録 (Pollutant
Release and Transfer Register; PRTR)を道具として，エンド・オフ ・ パイプでの情報
を有害物質排出として把握するだけではなく，その過程での情報とパフォーマンスを把
握することの意義を，流通システ ; 一一…---. . ・ H ・-...・ H ・- ・ 1…
ム における化学物質の管理をとお i ( PRTRの目標 目的~.
して考察する. 1 I 
PRTR の詳細は第 6 章にて述べ





















. .................... -・ ・ ・ ・・・・・・ .. . ....・・・ .. .. ............... . . . ...... ・ . " .... . . ...... " ・・.. . ......
図 3-3-2 OECD のガイダンスマニュアルによる
PRTR の仕組み
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染物質ごとに排出量 ・ 移動量を把握するためには 3 ユーザー企業が自ら使用する化学品
の成分を知る ことが必要であるので， MSDS が実施されることで， PRTR 対象物質の成
分情報が末端ユーザー ま で提供されるようになる .
( 2 )レスポ ンシ ブル・ ケア
レスポンシブル・ ケア とは 3 化学物質を扱うそれぞれの企業が化学物質の開発から廃
棄に至るすべての過程において， 自主的に安全 ・ 健康 ・ 環境面の対象を行う活動である .
PRTR に関する取組としては，こ の レス ポンシブル ・ ケアの一環で化学物質排出量調査
が実施されている.
また，環境マネジメントの重要な要素 と なり得る環境汚染物質の排出 ・ 移動量の客観
的な点検・把握，自主的削減目標の設定などに際 して ， PRTR の情報は有効である .
3. 4 環境負荷評価の手法の関連性
前節の 3P アプローチにおける各評価手法について 3 その関連性を本節で考察する .
3. 4. 1 環境資源勘定に着目した評価の関連性
環境負荷を分析するための手法として環境資源勘定(Environmental and Natural 
Resource Accounting)が注目されて い るが 3 森口 8は，マテリアルフロー分析をフローに










明らかな消費や輸出 p 処理装置による除去量などを差し引いた残りが 3 環境中に放出さ
れたとみなす方法がこれにあたる . LCA においても有害化学物質や重金属など微量の要
素も評価の対象に含んでおり，産業活動からの排出量の把握だけでなく 3 自然環境中で
の挙動の解明が重要である 10
3. 4. 2 物質に着目した評価の関連性
以上とは別に，本項では物質の視点、から評価手法の位置づけ をおこな う . MFA はシス
テムの物質収支を事実ぞのままに表現 したものである.その物質収支をも と に指標化し，
ライフサイクルに意味のある形で物質の環境影響を評価する方法が LCA である. MFA , 
LCA いずれの手法も，マクロ物質からミクロ物質まで扱うことができる が 3 特に ミクロ
の有害化学物質に ついては 3 リス クアセ ス メントなどの手法も用いられる . 
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プローチは表 3-4・ 1 に示
すように比較できる.第
4 章では CO2 排出量 p




図 3-4・ 1 物質の視点、からの評価手法および循環複合体
研究のアプローチとの関連性
量や固形廃棄物量のようなマクロな物質に着目した LCA を実施する.第 5 章でも有機
物，エネルギーや副産物 3 廃棄物などマクロな物質の MFA および LCA を評価の道具と
して扱う.一方，第 6 章では発ガン物質 3 ダイオキシンや内分泌撹乱物質などのミクロ
な有害化学物質の排出移動量の推計を MFA の考え方をもとに考察する.
表 3-4・ 1 本研究における 3P アプローチの特徴
第 4 章 第 5 章 第 6 章
技術的ア プロセス・アプローチ プロダクト・アプローチ エンジニアリング・ポリ
ブローチ シー・アプローチ
対象主体 オンサイトとしての工場 地域レベルでの都市部に位 地域レベルを視野に入れ
の空間軸 プロセス 置するフードシステム たオンサイトの流通シス
テム
対象物質 マクロ物質の排出最小化 マクロ物質の循環形成 ミクロ物質の代替による
と最小化 (資材，エネルギー，固形 (有機物) 無害化(製品に混入する
廃棄物) 有害化学物質)




経済的手法 E 制度的手法の 3 つのアプローチの概念を示した.そしてこれらの手法を組
み合わせることにより 3 現在の持続不可能な先進国の産業社会を転換できる可能性を示
した.
次に，上記の手法の中から技術的手法を取り上げ， 3 P アプローチとして分類すると
同時に 3 異なる主体を巻き込み連携し 3 取り組みを実施するための事業活動に伴う環境
負荷定量化の評価手法について概要を示した.






示し 3 これから得られる情報をもとに LCA を行う利点を述べた.





視点、からで，マテリアルフロー分析をマクロなアプローチと定義して， LCA や PRTR
における化学物質の環境への排出量の推定をミクロなアプローチと定義した. 一方 3 物




1 盛岡通(1998) 産業社会は廃棄物ゼロをめざす，森北出版， 93 
2 環境庁企画調整局調査企画室(1997) 環境白書(総説)平成 9 年度版，大蔵省印刷局，
212 
3 後藤典弘(1996) 環境分野における評価の意義と変遷，安全工学 35(6) ， 386 ・ 391
4 盛岡通(1999) 環境負荷の小さい循環複合体の構築をめざす試み， 1999 年土木学会地
域シンポジウム講演集， 74・82
5 環境庁企画調整局環境技術課監修(1996) r ライフサイクルアセスメントの実践」環境
負荷低減を目指して，化学工業日報社， 14 
6 天野耕二，村田真樹(1998) マテリアルフロー分析を用いたセメント・コンクリート産
業の環境負荷評価，環境システム研究 26 ， 391 ・ 396
7 化学物質の新しい手法 rpRTRJ とは何か，化学工業日報社， 188 , 1997 
8 森口祐一(1997) マテリアルフロー分析からみた人間活動と環境負荷 3 環境システム研
究 25 ， 557 ・ 568
9 環境庁リスク対策研究会監修(1997) PRTR パイロット事業排出量推計マニュアル 3 化
学工業日報社
1 0 オランダ CML ， RIVM 松崎早苗訳(1997) 有害物質の LCA インパクト・アセスメン
ト 3 産業環境管理協会， 109 
27 
第 4 章 薄板鋼飯めっき工場におけるプロセスの環境負荷の評価
4. 1 生産工場における環境に対する取り組み
環境に対する取り組みは ，工場などの生産現場の操業プロセス 3 とり わけ汚染物の
排出の改善から始ま った .そ し て 3 発生し た汚水 に は添加物を加えたり 3 反応を促し
た あ とで，汚泥として汚染物 を除去する ことがまず採用された.排ガスに対しても同
様に微粒子の分離技術を実施し たため 3 多く の場合に処理技術は大気や水の中の汚染
物 を 固体に 転換 して安定化する働きを したことになる.
生産プロセスを変える に は 3 技術的な見通しをえることが必要であり， 一般的には
新規設備投資の費用も 膨大になる.そこで過去には生産プロセスの主たる部分は変え
ずに，末端に 環境汚染防止機器のようなエンド・オブ・パイプ技術(end-of-pipe 
technology) を付け加えることで 3 環境規制に対処してきた.その結果 3 出口のとこ
ろで汚染物を 1/2--1/4 に削減でき 3 それが各工場に普及することで周辺地域の
環境が改善された.













ープロダクシヨン (Cleaner Production)の考え方であり 3 そのために生産の主たる装
置を廃棄物や汚染物を発生しにくい生産プロセスとする技術がクリーナーテクノロジ





に ， 品質向上， 生産効率向上などを目的とした 5 つの改善事例について，それらの環
境に対する影響への寄与を， LCA を道具と して環境負荷の定量化を試みた.
最近は，製品ライフサイクルのどのステージにおいても多数の LCA 研究がおこな
われて い る が ， 二酸化炭素やエネルギー消費を指標とした研究だけでなく，永田ら l
にみられるような NOx/SOx 排出量や BOD/COD 排出量を指標にした研究も増えてき
て い る. 一方 3 イ ンべ ントリー分析にとどまらず 3 小関ら 2や Ceuterik 3 らのように，
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既存のデータ ベース を用いて イ ンパク ト 分析まで試みた研究も行われている . しかし
ほとんどの研究は個別の工場や製品に特化 した研究であり p 通常の事業活動における
環境改善のための方向性を示した ものではな い .
本章の LCA 研究の意義は，イ ンベン ト リ ー分析 ・ インパクト分析の結果をさらに
改善分析 3 解釈することで，産業活動に よ る 地域的環境影響を低減させるような，事
前の環境計画の際の， 環境影響 を低減するた めの視点 ， 留意点、を提示し 3 クリ ーナー
テクノロジーの有効性を考察するもので ある.
4. 2 LCA のインべントリー分析の目的の明確化とデータ収集







本章の LCA 研究は 3 ①の製品・製法などの変更・改良に伴う環境負荷の評価にあ
たるものである.本節では， LCA の手順に沿ってインベントリー分析のためのデータ
収集をおこなう.
4. 2. 1 スコーピング
生産プロセスはおおまかには素材加工 と組み立ての二種類に分類できる.各プロセ




渡る用途に使用される素材を供給している.その工場の概要を表 4・ 2 ・2 に，主要な鋼
板製造プロセスを図 4-2 ・ 1 に示す.製造一使用一廃棄という鋼板のライフサイクルの
各段階のなかで 3 工場内での製造段階の環境負荷を中軸とし，その使用段階 3 廃棄段
階の環境負荷を視野におさめて分析評価する.対象事業所が大都市圏の密集した工業
専用地域にあり 3 かつ住宅地域にも隣接しているため，地域内の環境改善にも 注意を
払う必要があるので 3 ま ず製造段階における環境負荷を中心的に取り上げる.
表 4 ・2 ・ 1 生産プロセスの種類とオペレーションの収支内容




動力 3 機械部品 多種多様な端材
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できるプロセスに限界があり 3 すべてのプロセスを網羅できないことにある.また，










表 4 ・2-2 対象工場の概要
項目 内容
工場設立年度 1963 年
敷地面積 396 ,619m2 
主製品 亜鉛，アルミ 3 銅などのめっき鋼板
年間鋼板生産量 1,600 ,000 tonl年
エネルギ一年間使用量 電気: 370 ， OOOMWh/年 3 ガス: 71 ， 400 ， 000m3/年
図 4-2-1 対象工場の主要な製造プロセス X=AX+F+E-M (4.1) 
ただし， A: 投入係数ベクトル， X: 国内生産額ベクトル， F: 最終需要額ベクトル，
E: 輸出額ベクトル， M: 輸入額ベクトル
4. 2. 2 インべントリー分析の前提条件
( 1 )環境負荷指標(Environmental Loading Indicator) 





公害を引き起こす可能性があることから ， NOx 排出量 ， COD 排出量 3 産業廃棄物量
をインべントリー分析の重要な指標として設定する.
式 (4.1) を X について解くと式(4.2) となる.
X=L(F+E-M) 
ただし， L: レオンチェフ逆行列， 1 単位行列
L=(I-A) 一 1=I+A+A 2 +A 3 + …・
(4.2) 
表 4-2 ・ 3 インべントリー分析で取り上げる環境負荷指標
環境負荷指標単位 環境影響 評価に対する考え方
j 財に 1 単位(百万円)の圏内最終需要が生じた場合 3 誘発されるすべての生産は (1
-A) ー l の j 列によって示される.つまり， j 財 1 単位の需要に対し， i 財の生産が 11)
だけ誘発されるということである.ここで i 財を 1 単位生産するのに必要なインベン
トリー v の量を S vl とすると， J 財 1 単位生産するのに直接間接に必要とされるイン


















一般的に環境負荷の原単位の算定法には「積み上げ計算法(Process Analysis) J と「産






T=S. L (4.4) 
ただし， T: 直接間接の投入インベントリー行列(各財 1 単位を生産するのに直接関
接に必要となるインベントリー量を示す行列)
S: 直接投入インべントリー行列(各財 1 単位を生産するのに直接必要とな
るインべントリー量 を示す行列)


















理論排ガス量は 3 燃料の種類、 と焼却方法で決まる理論空気量，空気比により燃焼ガス
量として求められた.




4. 3 LCA のインべントリー分析の実行9









































④NOx 排出量は，炉の理論排ガス発生量と N値管理値から最大 NOx 発生量を求めた.







製ロロロ① ④ ⑤ ③ ② 
図 4-3-1 工場の製造プロセスにおける改善事例の位置
32 33 
インべン トリー分析に 用 いる CO2 排出量原単位
単位単価 産業連関方式
( 円/単位)原単位(トC/円 ) 部門名称
87 ,500 1.83E-06 石鹸、合成洗剤、界面活性剤
698 ,000 3.87E-06 その他の無機化学工業製品
840 ,000 3.87E-06 その他の無機化学工業製品
345.000 3.87E-06 その他の無機化学工業製品
t 255 ,000 1.46E-06 油脂加工製品
t 425.000 1.46E-06 油脂加工製品
t 315 ,000 1.46E-06 油脂加工製品
kwh 971 1.18E-05 事業用火力発電
24.29 1.79E-05 天然ガス(国産)
300 1.1 E-06 上水道・簡易水道
4. 3. 2 工程改善の目的と目標
( 1 )工程改善の目的
各改善事例における着眼点を整理して表 4・3 ・ 1 にまとめた.非通常時や故障・事故
のような緊急時も念頭に置きながら 3 通常時の状態を研究対象とした.
改善事例の目的をみると 3 主に品質レベル向上が要求される場合が多く F 次いで省
エネ 3 資材原単位低減などのコスト低減，生産能力向上と続く.労働衛生に関しては

























表 4 ・3 ・ 1 改善事例の目的
NO. 改善項目 目的
I めっき前処理脱脂剤のクリーニング品質向上 3 資材使用低減
2 亜鉛電気めっきラインの生産量向上生産効率の向上
3 銅めっきのめっき薬品の変更 資材使用低減 3 労働衛生の向上
4 冷間圧延油の種類変更 製品品質向上 F 労働衛生の向上









t 40 ,000 3.97E-07 廃棄物処理(産業)
年 10，7 89 ，000 3.97E-07 廃棄物処理(産業)
t 4 ,500 3.97E-07 廃棄物処理(産業)
64円/製品tl2 J 5.45E-06 鋳鉄品および鍛工品 (鉄)







排出量 ， NOx 排出量 ， COD 排出量 3 固形廃棄物量の 4 項目の削減を計測可能な目標
とした.
No. 項目
表 4-3 ・4 設備のインベントリーデータ
価格耐周年数 産業連関方式
(干円 ) 原単位(t-C/円 ) 部門名称








































































































4. 3. 3 インペントリー分析結果
ここでは 5 つの改善事例の環境負荷低減の効果をインべントリー分析を用いて評価
した. LCA に用いた CO2 排出量原単位を表 4 ・3 ・3 に E 改善時に導入された設備のイ
ンべントリー算出データを表 4 ・ 3 ・4 に示す.そして以下の解析では，それぞれ改善前












ロ Environemntal Loading by Waste Disposal 
口 Environmental Loading by Energy Consumption 
園 Environmental Loading by Material Consumption 










ロ Environemntal Loading by Waste Disposal 
口 Environmental Loading by Energy Consumption 
田 Environmental Loading by Material Consumption 






































































































図 Environemntal Loading by Waste Disposal 
口 Environmental Loading by Energy Consumption 
圏 Environmental Loading by Material Consumption 































































囚 Environemntal Loading by Waste Disposal 
口 Environmental Loading by Energy Consumption 
1 Environmental Loading by Material Consumption 


















































































































































































これはめっき 浴の化学成分 を 変 更 した改善事例であり p 新しい装置の導入の必要は
なかった.また毒性を持つシアン浴をなくすことでシアンの後処理も省 く ことができ
た.シアン処理装置の環境負荷内包分は改善前後の比較に含めた .
その結果 F シア ン処理に関わる 費用 E 環境負荷が図 4・ 3 ・4 に示すように総じて減少
し，すべての項目 で改善が達成されて い ること が明 らかに な った .ま た労働衛生に関
しても 3 シアン化カリの取り扱いがな く なったので 3 労働者の曝露リ ス クが大幅 に減
少している.



























3 ・ 5 に示すように改善に伴う費用，環境負荷の増加が明らかなった. CO 2 排出量につ
いては改善前後でほとんど変化がないことがわかった.
( 5 )水素雰囲気の新型焼鈍炉の導入
この改善により 2 生産効率は約 2 倍に向上した.しかし，図 4-3-6 に示すように 3
CO 2 排出量は減少したものの NOx排出量は逆に増加してしまうトレード・オフの関係
が明らかとなった.総合的に効果を判断するためには各環境負荷項目闘で重み付けを






























表 4 ・ 3 ・ 5 インべントリ一分析の評価のまとめ
No. &善事項 生産コスト 製品品質 フロセス エネルギー資材消費 労働衛生 E霊境負荷
所要時間 消費
1 めっき前処理脱脂部|の (a) 0.54 変化せず (a) 0.47 (a) C02:0.50 (ー0. 15kg-C/ ton )クリー二ング (ー75円 /ton) COD:0.47 
(b) 0.72 変化せず (b) 0.64 (b) C02:0.67 (一0.06kg-C/ton )
(-3 1 円 ton) COD:0.49 
2 亜鉛電気めっきフインの 0.93 0.90 電気 :1.18 C02: 1.叩 (+0.56kg-C/ton l生産量向よ (-380円 /ton) ガス1.18 NO X:1.18 (+0.7 g/tonl 
3 銅めっきのめっき薬品の 0.32 0.64 曝露リスクの C02:0.32 (ー026kg-C/ton)玄室 (-474円Iton) 低減 廃棄物 : 0 .00 (一 1.11也/ton)
4 ;令間圧延;砲の種類変更 1.36 向上 ガス 0.0 5 2.18 曝露リスクの C02:1.00 (-O.Olkg-C/ton) 
ト376目Iton ) 低減 廃棄物1.58 (+4.14krC/ton) 
1.08 向よ 0.44 電気 0 .58 2.12 C02:0.91 (一0.11kg-C/tonl 
(+74円 /ton ) ガス : 0.87 NOX:1.83 ( +0.23見Iton)
合ー改善後 / 改善前 (数値が 1 よりの小さい時 ， 向上)
(数字) =改善後ー改善前 (負の数の時， 向上)
4. 4 LCA のインパクト分析の実行
4. 4. 1 各国の重みづけ評価の特徴





らかにすることは容易ではない」というのが 199 0 年バーモンドでの第 1 回 LCA 会議




にもかかわらず 3 データ解析を通じてこれら排出物が環境に与える影響を関連づけ 3
各環境負荷項目間で何らかの重み付けをしようとする試みがある.
( 1 )オランダ E ライデン大学環境化学センター(CML)lO












.オゾン層の破壊については CFC・ 11 (トリクロロ フロロメタン CFC13 ) を l とした
オ ゾン層破壊ポテンシャル ODP を設定





表 4 ・4 ・ 1 標準的な影響定量化モデルで検討される広 く認められた環境問題
減少 汚染 ダメージ











スイスにおける LCA 研究は， BUWAL (スイス連邦内務省環境局) ，ミグロス(ス
イス最大の生協)およびチューリッヒ連邦工科大学がそれぞれ研究，資金とデータの
提供 3 実務を担当し，連携しながら行っている. BUWAL が開発したエコポイントで
扱われている環境負荷項目は，大気汚染，水質汚濁 3 エネルギー消費 3 廃棄物排出に
大きくカテゴリ一分けされ，各項目の重み付け係数であるエコファクタを以下の方法
で算出している.












ある一方で，ローカリティがありすぎて国際的基準になり得ない . ハU? ?
( 3 )スウェーデン環境研究所 12
スウェーデン環境研究所(IVL) と自動車メーカーのボルボ 3 スウ ェーデン産業連合が
共同で， EPS(Environment Priority Strategies for Product Design)システムと いう
環境影響計算システムを開発している.
EPS システムは，環境影響を環境負荷値 ELU(Environmental Load Unit) という数





















環境負荷値(ELU) =環境指数(ELU/kg) X 量 (kg) 。
Before Improvement After Improvement 
そのベースとなる環境指数の算出方法は下式のように生態学的なさまざまな要素を
加味 している.しかしその中身がブラ ッ クボックスであるため 3 い わゆる客観性 1・透
明性に問題があるといわれている.
図 4・4 ・ 1 電気洗浄脱脂剤のクリーニ ング装置導入による環境影響の変化
(連続焼鈍ライン)
環境指数=範囲×分布×頻度あるいは集中度×持続×影響比率×修復可能性
表 4-4-2 インパクト 分析のための環境負荷指標と重みづけ係数
環境負荷指標 重みづけ係数
100 
4. 4. 2 改善事例のインパクト分析の実行
以上の実例を踏まえた上で，改善事例のインパクト分析を実施する.その際，スイ
スで提案されている重みづけ係数(エコファクタ)を用いて，環境指標 (C02 ， NOx , 




まず使用する重みづけ係数を表 4・4 ・2 に示す.
700 
















Before Improvemen't After Improvement 
図 4-4-2 水素雰囲気の新型焼鈍炉の導入による環境影響の変化
インパクト分析の結果を表 4 ・4 ・ 3 に示す.改善事例の中で特に環境影響の低減に効
果があった 3 「電気洗浄脱脂剤のクリーニング J ， í水素雰囲気の新型焼鈍炉の導入」の
事例について図 4 ・ 4 ・ 1 ， 4 ・4 ・ 2 にその結果を図示する.
43 
42 
の変更が環境負荷を低減す る場合もあるが 3 一方他の事例において は環境負荷が増
加する場合もある.すなわち資源種類変更の場合は環境負荷低減の効果を予想する
のは難しい.チェ ツ クシートなどを利用して ，プ ロ セスに お け る 物質収支の変化を
詳し く 調査することが不可欠である.
資源反応時間の短縮は製造の効率化を進める が ， 環境負荷 を増加 さ せ る傾向がある .








改善項目 改善前 (Ecopoint) 改善後 (Ecopoint)
CO ヲ NOx COD 言十 CO2 NOx COD : 言十
l めっ き 前処理脱脂剤のクリ 一 二 11 。 II 6 。 6 
ング 36 37 24 25 
2 亜鉛電気めっきラインの生産量 206 158 864 226 186 412 
向上
3-銅めっきのめっ き 楽品の変更 14 14 4 4 
4 冷間圧延油の種類変更 74 74 73 手3
5 水素雰囲気の新型焼鈍炉の導入 505 10 ':515: 442 20 46:2: 
この結果から 3 「めっき前処理脱脂剤のクリーニング」や「銅めっきのめっき薬品の変
更」のように環境負荷のインべントリーを削減できた事例は，図 4 ・4 ・ 1 にも示すよう
に 当然インパクトも低減できて い る. 一方，「水素雰囲気の新型焼鈍炉の導入」の事例
は，イ ンべントリ一分析では CO2 排出量と NOx 排出量の間でトレード・オフの関係
があったが 3 図 4-4 ・ 2 からわかるように全体では環境影響が低減できており，生産効
率の向上を目的とした施策でも，省エネを図ることの効果が大きいことが明らかにな
った.
表 4 ・4 ・ 3
この結果から 3 環境負荷の低減のためには 3 まず副産物の発生防止を，次に資源再
利用を選択することが望まれる . 事業者にとっては改善事項を資源の視点からカテコ
リー分けすることにより 3 代替案の優先順位を決めることができる.




前項までのインベントリー分析は，すべて実施済の施策の環境負荷低減への効果を その代替案の優先順位は( 1 )資源的観点、から環境負荷低減の施策を考案するとき 3







4. 5. 1 資源の視点か ら の評価
まず産業活動における代替案を資源の視点、からカテゴリ一分けを行うと，上記の改
善項目は表 4・5 ・ 1 に示すように分類できる.この資源、の視点、を用いて，環境改善の効
果を以下のように評価する.
( 2 )代替案を実施するにあたって 3 対象工程や箇所において次の具体的行動をとる
ことによって詳細な情報を収集することが望ましい .






















このように， 実際の改善に関する測定とモニタリ ン グは特に重要である.これ らの











4. 6 環境負荷低減のための LCA の課題
LCA を試行する過程で 3 次のような課題が明らかになった.







































1 K.N agata et al.(1996) PET Bottle LCA with a Proposed Valuation Method , 
Proceeding of the Second International Conference on EcoBalance , 686 ・689
2 Y.Koseki et al.(1996) Life Cycle Assessment of Automatic Washing Machine , 
Proceeding of the Second International Conference on EcoBalance ， 332 ・ 336
3 D.Ceuterik et al.(1996) Introducing Environmental Issues into the Design of 
Complex Electronic Products: A Case Study, Proceeding of the Second 
International Conference on EcoBalance.327 -332 
4 未踏科学技術協会 3 エコマテリアル研究会(1995) LCA のすべて一環境への負荷を評
価する，工業調査会， 68・ 71
5 未踏科学技術協会，エコマテリアル研究会(1995) 前掲書， 116 ・ 124
6 内山洋司(1996) LCA 手法，エネルギー・資源 17(6) ， 19 ・ 24
7 T.Morioka et al.(1996) Perspectives and Practices of Life Cycle Assessment in 
Infrastructure and Construction Systems , Global Environmental Symposium 4, 
29-34 
8 本藤祐樹，西村一彦，内山洋司(1996) 産業連関分析による財・サービス生産時のエ
ネルギー消費量と CO2 排出量一産業連関表の LCA への適用について，電力中央研
究所報告: Y95013 
9 K.Tsunemi et al.(1998) Site-based Environmental Risk Management in 
Industrial Factory Illusutrating Practical Inventory and Improvement Analyses 
with Life-cycle Thinking, J apanese Journal of Risk Analysis 10(1), 73 ・80
10 R.Heijungs et al.(1992) Handleiding voor Milieugerrichte Levenscylusanalyses 
van Produkten , Derde door de begeleidingscommissie geaccordeede conceptversie. 
11 S.Ahbe et al.(1990) Methodik Fur Oekobikanzen , BUWAL 







中で 3 プロダクト・アブローチを取り上げる.農地 3 農産物出荷センターから食品工


























骨や皮 3 魚腸骨の相当部分が飼料などに加工されているが p その他の野菜くずなど
はリサイクルされずに処理されている.コンビこなどの売れ残り弁当やホテル，外











産業廃棄物 : 1 900万トン年
有機性汚泥 ・ 8割












































































本節では 130 万人を含むコープこうべを中 J~\ としたフードシステムを研究の対象と
する.そのときフードチェインは大きく分けて素材製造 3 加工，流通，消費の 4 段階
図 5-2-3
3 5 . 
コニ
を いかにして立て直すかにある.
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| 斥チール缶アルミ缶段ボール (発泡スチロール) 回収再資沼化
企













5・ 3-3 のように加工残さが出ており 3 有機質の資源として利用できるものが増加してい
るが 3 有機質残さは臭いや衛生上の理由から，ペットボトルのような戻り便の利用を
検討することすらなされていないのが現状である.
5. 3. 2 現状フードシステムのマテリアルフロ一分析
次に工業的な転換プロセスが環境負荷をトータルで減少させることができるかどう
かを把握するために，食品に由来する多量のものの流れとそのマテリアルフローを明
らかにする.計算過程を以下に記述し 3 その結果を図 5 ・ 3 ・ 5 に示す.
( 1 )食品の流通量
コープこうべ全体の食品供給量を 1997 年度分類別供給高比率(生鮮食品:加工食品














































食品工場でつくられた豆腐やパンなどは 3 配送センターを経由した農産品 3 水産品，
畜産品や菓子類とともに店舗に送られる .ただしコープミこのようなコンビニエンス





店舗 3 配送センターからの廃棄物については表 5 ・ 3 ・ 1 のような回収を行っている.




ー+九九~…川 〈 日ド 店舗加工クズ回収i 烹泳女為どと烹湾要ft:d~
図 5 ・ 3-2
おこなうこととする.




























図 5 ・ 3 ・ 5 では 3 コープこうべ食品工場と関連加工工場のデータを合計して，エネル
ギー投入量，廃棄物発生量をそれぞれ示した.
エネルギー使用量についてはコープこうべの 1996 年度実績を用い 3 廃棄物量はコー
プこうべの調査結果を用いた.エネルギー使用量，廃棄物量とも食品と非食品に分け
て算出し 3 食品に関するデータを抽出した.例えば，電力投入については電力消費量
構成比率と床面積比率から食品分(食品:非食品 =81:19) を算出し 3 段ボール廃棄に
ついては実地調査結果から比率(食品:非食品=95 : 5) を求めた .
( 6 )家計
コープこうべ 1996 年度食品供給高をもとに 3 全国家計データ (1996 年)の一人あ
たりの年間食料消費支出 3 および一人あたりの 1 日食料摂取量 1 日食料供給量とい
った食料データを用 いて 3 コープこう べ組合員が排出する家庭ごみ量(有機物のみ)
を算出した.
( 7 )輸送
コープこうべにおける輸送車両の軽油使用量の 1998 年 4 月実績をもとに算出した .
Elec甘icity 3 ， 000恥.fwh
Purified water 45 ,000t 









おから、パン耳 | Stock raising 
Bean-cued refuse and bread crust as feed 
6 ,680t 




Wasle from food 






150,000t ~ 修務後多後後須汚泥山d.ge 390t 
図 5 ・ 3-4 コープこうべ食品工場の物質収支
店舗
Retail shops 







Purified water 7,820,000t 
Industrial water 2,270,000t 
Heavy oil 21 ,000kl 
By-products 6.600t 







ることはしなかった.その理由は 3 図 5 ・ 3 ・ 5 に示すように，配送センター全体でのエ
ネルギー投入量が電力消費量で 12 ， 000Mwhl年であり，店舗の電力使用量 130.000
Mwhl年の 1 割 にも満たな いこ と 3 配送センター全体での廃棄物量 も加工くずでみると




LNG 110， 00仇n 3


























Domestic waste 100.000t 
Household 
図 5 ・3 ・ 5 コープこうべフードシステムの現状のマテリアルフロー
54 55 







フードシステムのセクター別のエネルギー投入割合を図 5・3 ・6 に示す.これから関
連工場も含めた食品加工工場および店舗においてエネルギー投入が大きいことが分か








て 3 農業生産を支援するだけでなく，焼却，埋立処分による環境負荷軽減 3 有害物質
の発生抑制，人為的に排出された有機性廃棄物中の C ， N, P などの土， 71<，大気圏へ
の放出速度を遅くするといった効果があげられる 9 またコンポストを土壌に肥布する









また 3 廃棄物の処理に関するセクター別の処理量を図 5 ・ 3 ・ 7 に示す.リサイクルが














にも影響を与えている . この結果から，フ ー ドシステムから発生する副産物や廃棄物
をエネルギーや物質に転換し 3 素材製造や加工 3 流通段階で、再利用し ， CO2 排出量を
低減することが環境負荷の低減に効果があることが予想できる .
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現状のセクター別エネルギー投入割合図 5 - 3 - 6
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( 2) RDF 発電
現在の使い捨て社会から廃棄物循環型社会への移行が全国的に取り組まれている中
で 3 家庭ゴミの固形燃料(Refuse Derived Fuel; RDF)化が注目されている.現状の焼
却処理施設の建設にあたって住民合意がきわめて難しい状況にある中で，立地場所で




定する.この RDF 発電装置は図 5 ・ 3 ・8 のように都市の焼却施設の近接区域に設置され
ると仮定し，ネットワークにつなぐ形で店舗に電力供給することとする.
( 3 )メタン発酵と燃料電池













もできる.これらの装置はいずれも図 5 ・ 3 ・8 のように食品工場群の区域に設置される
ものとする.





Sewage water叫…・ ...・ H ・...・ H ・-惨 Domestic wa批
図 5 ・3 ・9 転換装置を用いたフードシステムのグランドデザイン
59 
一.，よ一一一一一一一一一一一一一一一一一一.】.
5.4 転換技術の導入による環境負荷低減効果の評価 14 表 5 ・ 4 ・ 1 インベントリ一分析に使われる算出条件 15 16.1 ?18 
震覆烹蒋 プロセス 夏草 賓芭案存





との意義の高い環境負荷で 3 地球温暖化を招く CO2 排出量を用いる.評価範囲は図
5・4 ・ 1 に示すように，食品のライフサイクルを念頭におきながら 3 フードシステム内の
食品加工，流通に関わるエネルギー消費と有機系副産物の資源転換の部分を主に扱う.
インベントリ一分析に使われる算出条件を表 5 ・ 4 咽 1 に 3 それぞれの転換装置のイン
ベントリ ーを表 5・ 4 ・ 2'"'""5 に 示す . 最終的なエネルギ ，資材や設備に関する CO2 排出
量原単位を表 5・4 ・6 に示す.
環境負荷はエネルギー・資材消費量に排出原単位を掛けることによって算出 される.
また装置内包分の環境負荷量の算出においては，フードシステムデザインにおける装
置の規模にでき るだけ近い データを参照した上で 3 装置の廃棄物受入量 または発電能
力に環境負荷が比例すると仮定した.
燃焼施設 輸送フロセス く汚泥以外の廃棄物>
4tパッ力一車 : 2.5km/1 (軽油)
輸送距離 80km
配送センター，店舗， 家計から燃焼施設まで
輸送距離 : 20km 
食品加工工場， 市場から燃焼施設まで
く汚泥 (乾燥後遺雛)>
4tトラック : 4.6km/1 (軽油)
輸送距離 20km (工場から燃焼施設まで)
運用プロセス 燃焼(1 ) くインプット>
電力 100.56kwh/トwaste
都市ガス 0. 143m3/t-waste




電力 : 7.21kwh lトash
軽油 : O.25kl/t-ash 
工業用水 : 0.13t/t-ash 
コンポスト装置 輸送プロセス 4t truck: 4.6km/1 (Iight oil) 
Transport distance: 150km 
運用プロセス コンポスト装置.2) <インプット>
電力 : 133 .33kwhl廿哨 aste
軽油 : 4.581/t-waste 
牛糞 0.25t/t-waste
稲わら : O.27t/t-waste 
製品堆肥 : 0.15t/t-waste 
くOutput>
堆肥 0.6t/t-waste
地域RDF発電 運搬プロセス 4tハッカー車 : 2.5km/l (軽油)
power generat卲n 輸送距離 : 80km 
装置運用 RDF製造施設(3 ) くインプット〉




RDF発電施設3) RDF発熱量 : 4200kcal/kg 
タービン効率 : 0.3 
ボイラー効率 : 0.8 
くインプット〉





燃料電池のシステム 4tバキュームカー : 4.6km/1 (軽油)
輸送距離 : 50km 
運用プロセス メタン発酵装置l4j ボイラー加熱用エネルギー 78000kcal/t-waste
発生ガス量 : 0. 7m3/kg ・ vs
メタンガス混度 : 600/0 
くアウトプット〉
メタンガス 33m3/t-w aste
汚泥 ・ 0 .9t/t-waste
燃料電池、5 発電効率 : 35.8% 
くアウトプット〉
電力 3.57kwh/m3-methane gas 
転換技術の組み合わせ 輸送プロセス メタン発酵で発生する汚泥をコンホスト装置へ投入
4tトラック : 4.6km/l (軽油)
輸送距離 : 150km 
出典 ( 1 ) 家庭生活のライフサイクルエネルギー， 社団法人資源協会編， 1994 
(2 ) 生ごみ堆肥化施設見積仕様書 日本製鋼所 1997
(3) ごみ固形燃料化エネルギー利用社会システム総合評価に関する調査研究， エンジニアリング振興協会， 1997 
(4) 矢田美恵子他『 廃棄物のバイオコンバージョン. 地人書館， 1996 












































電力 kg-C/kwh 0.1040 
都市ガス kg-C/m3 0.5889 
軽油 kg-C/kl 0.7212 
重油 kg-C/kl 0.7357 
灯油 kg-C/kl 0.6896 
上水 kg-C/t 0.2764 
工業用水 kg-C/t 0.0269 
化学肥料 kg-C/kg 0.2200 
コンホスト装置 t-C/year 5.1000 廃棄物受入量 : 219仇/year
RDF製造施設 t-C/year 2,242 廃棄物受入量 368 ，65仇/year
RDF発電施設 t-C/year 546 廃棄物受入量 : 368,65Ot/ year 
メタン発酵装置 t-C/year 0.4050 廃棄物受入量 : 3仇/year
燃料電池装置 t-C/year 0,1'70 発電能力 : 印刷
出典 : (1) 地球環境化対策地域推進計画策定力イドライン， 環境庁企画調整局地疎環境部， 1993 
(2) 産業連関表による二酸化炭素排出原単位地球環境研究センター， '997 
( 3 ) コンポストセンタ一見積書， 日本製鋼， 1997 
(4) ごみ園形燃料化エネルギー利用社会システム総合評価に関する調査研究， エンジニアリング娠興協会， 1997 
( 5 ) 藤沢市善行地区「荏原製作所住宅団地」における環境調和型地域開発促進事業調査， 荏原製作所 1997















耐用年数 建設費 CO2原単位 CO2排出 j
( 年 ) 単位 数値 単位 数値 ( t-C /年
前処理設備 30 百万円 27.0 トC/百万円 0.876988 
発酵処理設備 30 百万円 54.7 t-C/百万円 0.876988 
後処理設備 30 百万円 15.0 t-C/百万円 0.876988 
移送設備 30 百万円 14.0 トC/百万円 0.876988 
汚水処理設備 30 百万円 1.0 t-C/百万円 0.876988 
脱臭設備 30 百万円 38.0 t-C/百万円 0.876988 
電気計装設備 30 百万円 15.0 t-C/百万円 0.876988 
据付工事 30 百万円 8.0 t-C/百万円 0.876988 




インべントリー分析の結果を示す.まず図 5 ・4 ・2 に転換技術による副産物の資源、転
換可能な重量を示す.各転換装置の導入により副産物の資源転換が有効におこなわれ






表 5-4-3 RDF 製造施設と発電施設に関するインべントリー
|耐吋| 建設費 | ゆ単位
(年 ) I 単位|数値 | 単位 | 数値I ~~I 百万円| …| 日/百万円| om 









Composting Current system 
耐用 資材重量 CO2原単位 CO2排出量
年数
(年 ) 材料 単位 数値 単位 数値 ( kg-C /年 )
建設段階 加温槽 15 鋼板 kg 2.100 kg-C/kg 0.3633 51 
投入ポンプ 15 鉄 kg 500 kg-C/kg 0.3633 12 
発酵槽 15 鋼板 kg 5.500 kg-C/kg 0.3633 133 
脱硫塔 15 鉄 kg 100 kg-C/kg 0.3633 2 
ガスタンク 15 鋼板 kg 4.000 kg-C/kg 0.3633 97 
余剰ガス燃焼装置 15 鉄 kg 250 kg-C/kg 0.3633 6 
電気設備 15 非鉄金属 kg 800 kg-C/kg 1.7163 92 
小計 393 
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次に図 5 ・ 4 ・ 3 にリサイクル段階における転換技術による CO2 排出量を示す.
果 3 コンポスト，メタン発酵と燃料電池のシステムが環境負荷低減に効果がある . RDF 
発電は回避できる CO2排出量も多いが運転に必要な CO2 排出量も多く，他の 2 つの施
策と比較すると効果は少ない.また各転換技術を組み合わせで物質やエネルギーのリ
サイクルが効果的に図れることが明らか となった .それでも図 5 ・ 4 ・ 4 に示すように，
転換技術を組み合わせても循環形成によって削減できる CO2 排出量はフードシステム














耐用年数 資材重量 CO2原単位 CO 2排出
( 年 ) 材料 単位 数値 単位 数値 (kg-C/ 
燃料電池 5 カーボン kg 274 kg-C/kg 0.8501 
装置 5 触媒 (アルミナ) kg 195 kg-C/kg 0.2553 
30 鉄 kg 2.823 kg-C/kg 0.3552 
30 sus kg 1.162 kg-C/kg 0.3552 
30 銅 kg 80 kg-C/kg 0.4904 
30 プラスチック kg 30 kg-C/kg 0.4922 
30 機器類 kg 965 kg-C/kg 0.3552 




うからである . そこでフードシステムに関連する副産物を多く 排出す る他セ クタ ーの
立地性を勘案しながらフードシステムの拡大を図り ， 大 き な有機物循環を形成す る 必
要があることが指摘で き る .
図 Instruction 圏 Transportation 口 Manufacturing 口 Electricity recycled 
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distribution centers centers. shops and 
and retail shops households Recovered 
図 5 ・5 ・ 1 リサイクル段階における可燃ごみ排出源別の RDF 発電に
よる C0 9 排出量
Current Composting Regional Methane AI 
system RDF power fermentation 
generation and fuel cel 5. 5. 2 フードシステムに関連する既存施設の利用










図 Production 固 Distribution 口 Waste treatment 口 Recycle
Current Composting Regional Methane AI 
system RDF power fermentation 
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Energy Use at Sewage Treatment Plant 














討結果を図 5 ・5 ・ 3 に示す.設備導
入に伴う COヲ 排出量に対し，得
られる 電力 や熱 エネ ルギー に よ
Methane from digestion 
図 5-4-4 フードシステム全体における転換技術による CO2 排出量 Heat 
22.1 
5. 5 フードシステムの拡大による潜在的効果
5. 5. 1 フードシステムの関連廃棄物のリサイクル
まずフードシステムの関連廃棄物として 3 最終消費で排出される家庭ごみに着目す
る .その理由は 3 家庭が店舗と同様，都市部に散在して い るセクターであり，都市部
で産業クラスターを形成するときに重要と考えるからである.
家庭ごみには有機物，プラスチ ッ クや包装材などが混入しており，その分別が困難
なことから 3 可燃ごみすべて に対応できる RDF 発電が有効である.ただしここでは食
品有機物のみを算出対象とする.前節と同様， RDF 製造および発電装置が都市部の比
較的近郊にあると仮定すると， RDF 発電による CO 2 排出量の分析結果は図 5 ・ 5 ・ 1 に示
す よ うに なった.この結果か ら ，家庭 ごみを RDF 発電に加えることによって， 電力リ
サイ クルに大きな効果が期待できることが分か る.
Used 
図 5 ・5 ・2 神戸市下水処理場の
エネルギー使用状況
図 Installation 口 Electricity recycled 口 Heat recycled 
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図 5 ・ 5 ・ 3 メ タン発酵 と燃料電池システ ムに よる 下
水汚泥のエネ ルギ一回収に伴う CO .) 排 出量
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り削減できる CO2 排出量がはるかに多く 3 下水処理場の汚泥を利用した コ ジェネレ ー
ションは有機副産物の資源転換の潜在性が大きいことが分か る.
ただし，電力は分散型の産業立地でも対応できるが ， 熱エネルギーは送熱ロス があ
まりにも大きく分散型には対応できないため 3 下水処理場が立地する臨海地域に お い
て工場や配送センターなど集約的な産業立地を促す よ う な方策が必要とな ろう .
5. 5. 3 フードシステム拡大の効果の評価
以上をま と めて ，フ ード シ ス テム全体で の環境効率向上可能性の検討結果を図 5 ・ 5 ・
4 に示す.前節の結果では転換装置 を組み合わせてもフードシステム全体の 3% しか
CO 2 排出量を削減することができなかったが 3 さらに家計から排出される家庭ごみ 3
家計での食品消費に関連する下水汚泥まで取 り入れることにより，フードシステム全












質を考慮 した資源転換を行って 3 地域および地球環境負荷を削減するための循環モデ
ル構築を目的とした.まず都市部人口約 130 万規模の，農地から家計を含めた広義の
食品の生産・消費システムとそれに携わる関連セクターを対象に，現状のマテリアル
フローを解析し 3 それぞれのエネルギー投入量 と副産物量を把握した.
第二に，食品工場や店舗を中心として工業化された食品の生産・消費システムでの
卓越したエネルギー消費や有機副産物 に起因する環境負荷削減を図るため，コンポス
ト， RDF 発電 ，メタ ン発酵装置を伴った燃料電池などの資源転換装置を組み入れた循
環志向のフードシステ ム をデザイ ン し 3 その導入効果をライフサイクルアセスメント
に より 評価 した .
第三に ，フードシステ ム の 関連廃棄物の リサイクルおよ び既存施設利用を図る こ と
に よ っ て， フ ー ドシス テ ム拡張に よ る環境負荷削減の潜在的効果を評価 し た.
66 
そ の結果 3 川 下の消費者 (組合員 ) から食料品の供給主体(市場，工場 3 店舗)さ
ら に直営の農園に至 る 一貫した食品供給システムを有する事業体としてのコープこう
べ を， 有機系物質循環のモデル と 捉えると 3 そこには多様な資材投入とともに製品 ・
サービスが出て いく と同時に各セ クターで副産物の発生が認められた . そこでこのモ
デルの都市部約 130 万人(組合員相 当 ) を対象としたフ ー ドシステムのマテリアルフ
ローを分析 した . こ の解析結果では 3 店舗でのエネ ルギー投入量が大きいこと，また
直営の食品工場 に加えて加工食品の供給チェイ ンでの隠れた エネルギーフローが大き
いことが需要主体側の特徴にあ げ られた.他方 3 包装材以外の有機副産物においても




ることによる循環形成の効果を分析した.設定した転換装置導入の シ ナ リ オは， 有機
副産物の質に応じてより上位の自然還元を行う店舗副産物のコンポスト化，直営およ
び関連加工工場で発生する汚泥を嫌気性消化でメタンガスヘ改質すること に よる燃料
電池を利用したコジェネレーショ ン ，食品流通系可燃ごみの RDF 発電および熱回収を
選択するものとした.
LCA 分析の結果 3 環境負荷削減の量的な寄与としてはコンポストによる化学肥料削
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第 6 章 流通産業における化学物質排出移動に関するマネジメント
6. 1 緒言
物質の自然の流れを改変するとと も に新規の化学物質を大量に環境に排出している
現在の産業活動のパター ン は， 直接的およ び間接的に環境を汚染している . この産業
のパターンが変わらな い 限り， 寿命の長い有害物質が蓄積され続け 3 広い範囲にわた
り 環境破壊のリスクが増え続けるであろう こ とは確かである .
したがって，産業が環境の質を過度に悪化させる こ と なく今日お よ び未来のニーズ
を充足させて い くには，未使用の原材料の使用を抑え， 製品一単位あ たりの汚染あ る
いは廃棄物の発生量を目にみえて減らし 3 環境への間接的影響 を含めて，化学物質の
使用量を最小限にする新しい手段が必要となることは明らかである.
そこで，工場，事業所が自ら対策に取り組めるような 3 環境リスクを総体 として低
減させていくことができる化学物質の包括的な管理システムとして PRTR(Pollutant
Release and Transfer Register)制度が提案されている.
本章では，第 4 ， 5 章で扱ったマクロ物質から漏れて し まうミクロ物質と し て， 有
害化学物質を扱う.そしてエンジニアリング・ポリシーのアプローチから 3 有害化学
物質の最小化 3 代替化を目指して，流通システムにおける PRTR の概念を考察し ， 流
通業の扱う製品に付随した PRTR のあり方を検討する.
6. 2 PRTR のシステムの意義と課題
6. 2. 1 PRTR 導入の背景
PRTR (有害化学物質排出移動登録制度: Pollutant Release and Transfer Register) 
とは，人の健康および環境に害を与える可能性のある化学物質が 3 大気，水，土壌の
環境媒体に排出され廃棄物として移動する量を，個々の事業所が定期的に報告し，こ
れを集めたデータ集である.その基本的構造は図 6 ・2 ・ 1 のようになっている 1
3.公表利用 3. 公表利用 3 公表利用
排出・移動目録






法(Emergency Planning and Community Right to Know Act; EPCRA)が立法化され
たが，この中に PRTR の原型ともいうべき TRI(ToxicsRelease Inventory)が含まれて
いた.この法令によって 3 指定された業種の事業場は指定された有害化学物質を，大
気，水，土壌および地中への放出量 3 あるいは廃棄物としての移動量を毎年環境保護





ダ 21 においても 3 化学物質リスクの削減活動のーっとして，放出登録があげられてい
る.このような経過により OECD は， 1996 年に PRTR 実施に関するガイダンスマニ
ュアルを取りまとめ，また理事会勧告を採択した.この中で 3 加盟国の取り組みを 3
年後に理事会に報告することを指示している.
6. 2. 2 PRTR の意義
環境庁では， OECD 理事会勧告を受けて 3 我が国における PRTR 導入に向けた取り
組みを早急に進めることとし，平成 8 年 10 月に PRTR 技術検討会を設置した. PRTR 
パイロット事業の設計に際し，この検討会で整理した PRTR の目的は下記のように示
される 2














































6. 2. 3 各国の PRTR 導入状況
PRTR 制度は OECD 諸国を中 J!) として既に各国で導入されている.主な導入国は米
国 3 カナダ，オランダ 3 英国などであるが 3 最近はオーストラリア 3 メキシコでも導
入されており 3 日本のパイロット事業も含めて表 6 ・2 ・ 1 のような特徴がある.
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表 6 ・2 ・ 1 各国の PRTR 制度の特徴-1 5.6 ?
Countn・ S\.'・ stem Found Number of Source of Release 
-ed Chemicals 
Year 
USA TRI (Toxics 1986 658 Point Sources: facilities (10 or more employees , 
Release manufactunng more than 25 守 000 p ounds ‘ uSln g 
Inventory) more than 10.000 pounds of a listed chemical) 
Canada NPRI (National 1993 1? Point Sources facilities ( more than 10 
Pollutant employees. man ufact uring , processing and using 
Release more than 10 tons of a listed chemical) 
Inventory) 
UK CRI (Chemical 1991 486 Point Sources: 5000 facilities 
Release 
Inventory) 
The EIS (Emision 1974 120 Point Sources: 700 facilities 
Netherlands Inventory Non-point Sources: t raffic , rail , a irports , 
System) households and land uses 
Australia NPI (National 1996 400 Point Sources: facilities (handling listed 
Pollutant chemicals) 
Inventory) Non-point Sources: cars , domestic chemical use , 
etc 
Mexico RETC (Registro 1997 178 Point Sources: 4000 facilitles 
de Emissiones y Non-point Sources: agriculture and transportation 
Transferencia de 
Conta!llin~ntes ) 
Japan (Pilot Study) 178 Point Sources: facilities (large ones 100 or more 
employees , small ones 30 or more employees) 
Non-point Sources: pest icides , mobile sources. 
households small-sized establishments 
対象物質につ いては 3 英国の CRI(ChemicalRelease Inventory)が他国の制度と異な
る. CRI では IPC(Integrated Pollution Control)の許可条件に基づいて排出量が報告
されるが 3 条件は許可を出す検査官の裁量に委ねられており 3 報告を求める対象物質
も許可毎に異なる.一方 3 その他の国々の制度では報告を求める化学物質が定められ
て い る.米国の TRI では当初 308 の化学物質と 20 の化学物質群が対象とされたが 3
1997 年現在では 630 の化学物質と 28 の化学物質群に増えている.
一方，環境への排出量に着目して選定されたカナダの NPRI(Natìonal Pollution 
Release Inventory)の対象物質には 3 園内での年間使用量が 1 トン以下のものや既存の
法律が規制して い るものが除かれており， 178 物質と TRI に比べるとはるかに少なく
なって い る.逆にオランダの IEI (Individual Emissions Inventory)で、 は収集可能なデ
ータはすべて集めると い う考え方で， 二酸化炭素も含め約 900 物質が対象となってい
る が 3 報告の義務づけに合わせて 120 物質に減らされる予定である.
それから，オーストラ リ アの NPI(National Pollutant Inventory)で、 は約 400 物質
のリストをつ く って い るが，最終的には数が絞り込まれる予定である.メキシコの
RETC(Registro de Emissiones y Transferencia de Contaminantes)では 178 物質を扱
っ て い る.
日本のパ イロ ッ ト事業では，既存の環境規制の対象化学物質およびこれに準 じ る物
質 (65 物質 ) と 3 潜在的に有害な化学物質と して有害性および曝露可能性の両者の観
点、から 選定した物質( 113 物質 ) の合計 178 物質を選定して い る.この場合，有害性
としては 3 発がん性 3 変異原性 ， 生殖毒性， 慢性毒性 3 生態毒性など種々の毒性につ
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い て幅広く 検討し ， 有害性の程度によりランク分けを行っており p また曝露可能性と
しては 3 一般環境中 における検出実績を重視するとともに， 一般環境中での測定実績
のな い化学物質に つ いては，取扱量 (生産量+輸入量 ) に よ り選定されている.
排出源に つ い ては， TRI , NPRし CRI については点源排出源である対象施設に限定
して い る. TRI の対象施設は 当初，製造部門に限定されていたが， 1994 年に連邦政府
の施設が，さら に 199 7 年の報告からは金属や石炭の採掘， 発電所，有害廃棄物処理な
ど 7 業種が追加され，約 6400 施設が対象となると予想さ れて いる . NPRI では 3 コス
トなどから考えて排出データを得 る のが現状では無理 と考 え られた教育 ・ 研究，輸送
車両の修理 3 化学物質卸売，鉱物 ・ 石油・ ガス採掘施設など 1713 施設が報告を行って
い る. CRI では IPC の対象となる 工程を有す る燃料お よ び電力産業 ， 金属産業 ， 鉱業，
化学産業などが対象となっている. 1996 年 3 月時点、では 2036 工程に IPC の許可が与
えられているが， CRI の対象となる施設の数は約 5000 施設とみ られ る .
TRI と NPRI では，報告義務を有する施設を 10 人以上の従業員 を雇用 し て いる施設
に絞り込んで い るが， 10 人以下でも総労働時闘がそれぞれ 2000 時間ある いは 2000
時間を超える施設は対象として い る.また TRI では化学物質の取扱量に よる裾切り を
設けており，対象物質の製造・加工施設は年間 25000 ポンド，その他の使用施設では
年間 10000 ポンド以上扱う施設を対象として い る. NPRI では， 対象物質の製造・ 加
工施設でも，年間 10 トンの基準量に満たな い施設は対象から 除外 し て い る.また 3 混
合物につ い ても， TRI では対象化学物質の濃度が1.0%未満，発がん物質では 0 . 1%未
満の場合は報告の対象から除外している . しかし，ダイオキシンのようなきわめて毒
性の高い物質 に つ いては，新しい裾切りが検討されている. NPRI も 1%未満の場合
に対象から除外して い るが，副生成物の場合は濃度に係わらず対象として い る.
一方，オラ ン ダの IEI では， 最初に従業員数が 10 人以上のすべての企業を対象と し，
6300 社が報告を行った . その後，国内全体の排出量に占める割合や排出された化学物
質が環境に与える影響に基づいて絞り込まれ， 1997 年現在では 700 社に減って い る.
これは点源排出源からの報告であるが，それとは別に， CEI(Collective Emission 
Inventory System)によって IEI の対象とならない中小企業 3 移動発生源，家庭およ び
農薬・殺虫剤などの非点源発生源からの排出データを集めるシステムがある.ここ で
は排出量は，活動係数(Activity Rates) X 排出係数(Emission Factors)の計算式などに
より総合的に算出され 3 そのデータは地域的に編集される.そ して IEI に よるデータ，
CEI によるデータをまとめて一般化し，化学物質 3 環境テーマやターゲ ット グルー プ
という視点、か ら分析・編集された EIS(Emission Inventory Sys tem)データ と なる 9
オーストラリアの NPI では，点、源排出源として対象化学物質を扱って い る事業所を
対象にしているが 3 同時に非点源排出源として移動排出源・家庭での使用を扱って い
る . またメキシコの RETC では 3 約 4000 社が報告を義務づけられて い る が 3 非点源
排出源と しても移動排出源・ 農薬を扱って い る.
日本につ いては， 点源排出源として製造業お よ び一部の非製造業の従業員数 30 人ま
たは 100 人以上の規模の事業所(約 1800) を対象事業所として い る が 3 対象物質 を年
間 0 . 1 ト ン ( 有害性が低い も の は 10 ト ン以上 ) 製造 ま たは取 り扱っ て いる場合のみ報
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告する義務 を 負う .ま た 非点源排出源としては農薬散布，移動発生源 3 家庭，中小事
業所からの排出 ・ 移動量 を環境庁において推計して い る.
以上の よ うに，各国の PRTR 制度では排出源 F 対象化学物質の両面か ら裾切りをお
こな って いる .そのた め排出源では中小の事業所な どが対象から漏れ， 一方，化学物
質では低濃度のも のは対象にな ら な い .そ こ で特に前者の排出源については，最近の
PRTR 制度では非点源排出源 まで対象にす ること に よって，排出源、の範囲が広げられ
て い る.
6. 2. 4 PRTR 導入の成果と問題点
各国の PRTR 制度の原型で，政府によって導入された初めての PRTR 制度である米
国の TRI を例に， PRTR 導入の成果を把握する.
TRI 制度では 3 指定された業種の事業場は指定された有害化学物質を，大気，水，
土壌およ び地中への放出量 3 ある いは廃棄物としての移動量を毎年環境保護庁(EPA)
および州政府に報告し 3 このデータは事業場ごとに物質名とともに公表されることに
なって い る.
Hazen 10は TRI 制度を導入した成果として以下のことを指摘している.
-化学物質に関する情報を収集し，一般市民に広め 3 地域環境状態に関する理解を促
進することができた.








.上記を達成することで， TRI で収集されたデータにより 3 有害化学物質の排出・移
動の全体像が描け 3 かつ事業所の廃棄物管理手法を把握することができた.
また，オグデン 1 1 も次のような成果を示している.








1988 年から 1994 年 ま でに ， TRI に報告された化学物質の総排出量 (大気 3 水，土
壌ョ地下への注入)が 44%以上減少 した.
• TRI は産業界に情報の提供を要求するだけである . しかしその情報が産業界の行動
を促進し，企業や施設が排出と移動の減少に取り組んだ . これは産業界による化学
物質の使用に関する意識が高まったから であ る .
• EPA，産業界， 一般市民の間の協力と協調の強化が図られた . 今や多くの企業が積
極的な公的関係の価値と 重要性を認識 し 3 一般市民側 も産業界側の公開性の高まり
に不信を緩和している.また EPA は 3 産業界と 一般市民の両方の必要性と関心に対
しより敏感に反応し， TRI の負担を軽 く しつつ， 一般市民に利用 可能な情報を増や
す努力をしている.
しかし次のような欠点、も指摘されている 1 2
-製品に含まれている有害物質あるいは米国全土の約 3 分の l の工場からの報告が含
まれておらず，有害と思われるすべての物質の排出量が含まれているわけではな い .
• TRI の数字には米国における重要な有害物質のうち いく つかのものにつ いて排出量
を 10 倍近く過小評価して い る可能性がある(表 6 ・2 ・2 参照). 
表 6・ 2-2 米国の有害物質排出量推計 (1989 年 ) 13 
(1000t) 
化学物質 消費量 物質収支排出に TRIで報告され TRIで換算され
よる損失重量 た排出量 ない損失量
ベンゼン 7,360.0 390.6 14.6 376.0 
トルエン 3,071.7 1,345 .4 158.5 1.186.9 
キシレン，混合物 3,4 19.2 839.4 86.5 752.9 
メタキシレン 34.6 7.1 1.6 5.5 
オルトキシレン 509.6 104.2 1.3 102.9 
パフキシレン 2,510.9 190.6 3.2 187.4 
三塩化炭素 400.2 11.2 2.3 8.9 
クロロホルム 224.8 46.4 12.2 34.2 
塩化メチレン 183.1 162.9 70.3 92.6 
J"\ラクロロエチレン 252.9 183.0 17.1 165.9 
トリクロロエチレン 68.9 65.5 26.2 39.3 
1.1. 1-トリク口口エタン 303.4 283.1 88.1 195.0 
メチルエチルケトン 239.2 242.0 73.1 168.9 
メチルイソブチルケトン 91.2 82.1 20.2 61.9 
カドミウム 3.6 4.6 0.9 3.7 
クロミウム 536.9 443.0 31.2 411.8 
水銀 1.6 1.6 0.1 1.5 
ニッケル 159.2 141.8 8.7 133.1 
シアン化物 629.7 182.5 5.3 177.2 
合計 20.000.7 4,727.0 621.4 4,105.6 
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表 6-2-2 のような明らかな相違の理由として， TRI の報告には小規模の企業や家庭
で使われる商品に含まれる有害物質は含まれないことが挙げられる.
6.2. 5 非点源排出源の扱い
評価が実際と相違する理由は ，「移動」 に含 まれる範囲が工場， 事業所からの点源排
出源からの排出，移動のみであり，家庭や輸送のような非点源発生源からのものまで
含まれていないからである .国連の国際化学物質安全性計画CIPCS)が提示した用語解
説の中に「移動 (Trans fer) J と いう語が含まれていないのは， PRTR システムにおいて
「移動」に何が含まれるかは PRTR の化学物質 3 リストによって大きく異なるためで
あることが指摘されている 14
固体，スラッジ状，液体の廃棄物を発生地点から除去し，回収 3 処理，保管 n 処分
のための工場外施設に移すことだけを「移動」と考えた場合， PRTR リストは p まさ









②移動発生源 j 自動車，二輪車 3 船舶 3 鉄道
③家庭 i 塗料揮発剤の大気への蒸発，家庭ごみ，電池などの固体廃棄物
④中小事業所;点源排出源とされなかった，規模の小さい事業所
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中小事 11 家E J l 農薬・殺虫剤







6. 3 流通システムにとっての PRTR の概念


































表 6 ・ 3-1 非点源排出源の分類 18































































































6. 3. 2 非点源排出源からの排出量削減のイニシアティプ
PRTR のメリットとして前述したように，点源排出源である事業所にとって，自ら
の排出・移動量の把握と業種全体の排出・移動情報の入手や一般市民とのコミュニケ









































リスク低減のために工場 3 事業者が自ら対策に取り組むという PRTR による化学物質
管理の意義が，ここでは薄れてしまうのである.
6. 3. 3 流通業における PRTR による管理
1--2 項の観察をもとに，本項では製品をライフサイクルの視点、からとらえて，図






















図 6-3-2 製品ライフサイクルから見た流通業の情報把握範囲 る一ドす一主行段一実手一なをの一と的め一象一報目た一対一情
表 6 ・3 ・ 2 従来の PRTR と流通業における PRTR の特徴の比較



































PRTR の概念をコープこうべに導入するとき 3 そ の大きな目的は製品の使用により
化学物質に曝露されることによる消費者の健康への不安を除くことである.
PRTR のデータを有効に活用するためには，事業所内で環境マネジメントシステム
を構築する必要がある.すなわち 3 化学物質排出・移動の点検・把握 3 自主的削減目
標の設定，有害化学物質の目録作成と管理 3 目標達成のための対策立案・実施，エコ
レポートによる成果の報告などを通じて 3 環境マネジメ ントシステムに PRTR の情報





に PRTR 制度を導入した場合の取り組みの方向性を検討する .その実験対象として食
品流通業を担っているコープこうべを選定する.とりあげた理由は，コープこうべが
食品工場，配送センタ ー， 店舗を持ち，食品のライフサイクルの中核を担って いるこ
と 3 また食品だけでなく家庭用品，住宅関連や園芸用農薬にも力を入れており，非点、
源排出源の多くを扱うことがで きるからである.
4 6 . 
4. 1 流通業の従来の環境政策の特徴
コープこう べは組合員 (Community) と密接に関連した協同体(Association)で、 あり，
6 . 
を有効に機能させなければならない.
現在の時点では 3 図 6 ・ 4 ・ 1 に示すようにコープこうべのデータ管理システムは商品
の販売額を把握することが可能である. 農薬や殺虫剤などは内分泌撹乱物質を含むと
食品をはじめ種々の商品の大量生産，大量供給が農薬の過剰使用，添加物，

























































































住宅用殺虫剤，殺菌剤 ケルセン，エンドスルファン ， カルパニル









フロンガスの よ うに環境に対する影響の大きさが解明され ， 使用禁止にし よ うとい
う化学物質を管理して いくのはそれほど難しいことで はないが ， 環境に散逸して し ま
うと困るけれども便益が大きい物質については 3 管理方法が非常に 難 しい .特に内分
泌撹乱物質はごく微量で体をコン ト ロールしてしまうた め， 従来な ら考えられなかっ
たような低い濃度でも大きな影響が現れ ， し か も多く の化学物質が関連 して複合作用
や相乗作用を引き起こすため 3 化学物質ご と に 安全基準 を定めると い う考え方だけで
は通用し ないと考えるべきであ る .
よって流通の扱 う製品に付随 した PRTR のあ り方に つ いて，以下の点に留意しなが










における有害化学物質の PRTR 管理による漏れ落ちを補完できるだけでなく 3 地域に
おける主体間のコミュニケーションを通じて，地域リスク管理が図れる点で重要であ
る.
6. 5 本章のま と め





まず PRTR の成立の背景を述べた後， PRTR の意義として，定量的な目標設定 3 化
学物質のリスク評価やリスク管理 3 地域社会とのリスクコミュニケーションが可能と
なることを指摘した.次に 3 各国で既に導入されて い る PRTR 制度の概要を示し，米
国 TRI を例にその成果を提示 した後， TRI の欠点、として点源排出源のみを取り上げた
こ と による化学物質排出量の過小評価の可能性をとりあげた.
すべての有害化学物質の排出 3 移動量 を把握する た めには 3 点源排出源、だけでな く
非点源排出源からの排出量を把握する必要がある こ とから 3 日本のパイロ ッ ト事業を
例 に ，非点源排出源、からの排出 量の推計方法を提示 し 3 推計に必要な情報が十分得ら
れな い ，推計精度が低い と い っ た 問題点を指摘 した .そこで製品のライフサイクルの
84 
流通段階において PRTR 的に化学物質を管理することを提案し 3 排出源により近い流
通段階で製品情報をチ ェックし，各地域での原料と使用量の両方をより精度良く把握
できると いう 利点だけでなく，地域環境リスク管理の可能性，市民も 一体となったリ
スク 責任の有利性を示した .
さらに化学物質 をオンサイト で管理するためのシステム構築を考察する際 3 コープ
こうべ を例 にその有効性を検討し 3 製品毎の販売額 ・ 販売量などの集計システムの構
築 3 有害化学物質 ご とのデータ の集約化 に よ る目録作成と管理，製造業と市民のコミ
ュニケーショ ン の接点、 としての流通業の位置づ けを図る よ うな環境情報の開示方法の
開発などの留意点を指摘した.
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第 7 章 産業転換のアプローチの環境パフォーマンスからの解釈
7.1 緒言
本章では ) 4""6 章までの 3P アプローチによるパフォーマンスを情報的側面から捉え
なおす.まず環境マネジメントシステムをはじめとして，環境パフォーマンス評価?環境
パフォーマ ンス指標 3 環境報告の概要を説明する . 現状では環境パフォーマンスおよびそ
の評価指標について共通認識が形成されていないことから，個々の事業所が明確で透明な












環境マネジメントをシステム化して実行するときには，図 7・2 ・ 1 の PDCA サイクルに沿







































ネジメントシステム(Environmental Management System; EMS)である.その中で 3 環
境方針，目的，達成目標およびその他の基準に照らして環境パフォ ーマンス
(Environmental Performance; EP)を評定することにより 3 組織の環境側面の明確化が期
待できる .そして組織が事業の目的に環境パフォーマンスを掲げ，その環境目的をサポー
トする基盤として環境マネジメントが存在する.
7. 2. 2 環境パフォーマンス評価の概要














































営を改善するための管理活動に寄与することがあり 3 さら に環境の条件に改善をもたらす
可能性がある.
環境パフォーマンス評価を情報と物質の流れに着目すると，図 7・2 ・3 のようになる 4 パ
フォーマンスを測定する対象はマネジメント・システム(Management System) ，オペレー

























7. 2. 3 環境パフォーマンスにおける指標の役割
組織は，より理解しやすくかっ有用な形での定量的または定性的なデータの提示の手段





Performance Indicator; MPI) とオペレーショナル ・ パフォーマンス指標 (Operational
Performance Indicator; OPI)および環境指標(ECI)の三種類がある .
マネジメント・パフォーマンス指標は，組織の環境パフォーマンス に影響を及ぼすか 3
または及ぼしうる訓練 3 法廷要求事項 F 経営資源、の配分と有効利用，環境コス ト マネジメ
ント，購入，開発製品 3 文書化，または是正処置などの問題の管理における組織の能力お
よび取り組みに関する情報を提供することが望ま しい . そしてマネジメントが行う取り組
みの評価および環境パフォーマンスを改善するための処置を支援することが望ましい .
オペレーショナル ・ パフォーマンス指標は 3 管理経営者に 3 組織のオペレーシヨンに関
する環境パフォーマンスについての情報を供給するものである .



























②環境問題領域(Environmental Problem Area) 








経済協力開発機構(Organization for Economic Cooperation and Development; OECD) 
では，各国の環境パフォーマンス指標を，環境問題領域で分類して 12 の分野に整理し，
これに人口， GDP などの一般的指標群を加えた 13 分野を行方向に配置し，環境問題の因
果関係の流れからの分類で 3 環境への負荷(Pressure) ，環境状態(State) ，環境変化に対す
る対応(Response) を列方向に並べた表形式で ま とめている(表 7・2 ・ 1). 
この表を環境側面の空間的拡がりの視点、からみてみると，環境負荷や環境変化に対する
対応における指標はオンサイトでの環境側面をあらわしたものであるのに対し 3 環境状態
における指標は地域的または広域的な環境側面をあらわしている . 後者の指標は LCA の
イ ンパク ト 分析(Impact Analysis)で得られる よ うな情報をもとにしており，個々の組織で
得られる情報の範囲のものではない .
そこで本章では， この中で組織がオンサイ ト で扱えるような指標，すなわち個々の組織
のオペレーション・システム 3 マネジメン ト ・システムで得られる指標を対象にする .
また環境パフォーマンス指標は，表 7 -2 ・2 に示す よ うに 2 つの主要なグループに分類す

















































図 7 -2-4 組織のオペレーション
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表 7・2-1 OECD 環境パフォーマンス指標の体系 (OECD ， 1994) 
環境問題 負荷(Pressure) 状態(State) 対応(Response)
気候変動 -温室効果ガス排出指標 - 温室効果ガス大気中濃度 エネルギー効果





CFC およびハロン消費 -地表の L・Y-B 放射量
豆Z





酸性化 -酸性化物質排出指標 -水圏および土壌における 自動車触媒装置装着率
SOX , NOX 排出量 臨界負荷量 固定発生源脱硫・脱硝装置の
-酸性降下物の濃度 能力
有害物質汚染 重金属排出量 -重金属・有機化合物の環 -製品，生産工程における有害
有機化合物排出量 境媒体中・生物中濃度 物質含有量変化
農薬消費量 -河川の重金属濃度 無鉛ガソリンの市場占有率
都市環境質 -都市域の SOX ， NOX , -大気汚染，騒音曝露人口 緑地の広さ
VOC 排出量 -都市域の水質 -経済的，財政的，規制的手段
交通量(都市，全国) -水処理，騒音対策支出
都市化度
生物多様性と 自然の状態からの生息地 絶滅あるいはそのおそれ -生態系タイプ別の自然保護







水資源 水資源利用強度 -渇水頻度 2 期間，程度 上水道》下水道料金
森林資源 生産容量に対する実際の -森林の面積，蓄積量 3 構 -森林の管理および保護
伐採量 三I昌Eコ三
水産資源 漁獲量 - 産卵する魚の資源量 資源量割当てに関する規制




















7. 2. 4 環境報告
組織が事業の目的に環境パフォーマンスを掲げ，その環境目的をサポートする基盤とな
る環境マネジメントシステムを展開する場合には 3 だれに環境報告をし p どのように情報
が報告されるかを明確にすることが必要となる.
表 7-2-3 利害関係者別の環境報告6
利害関係者 典型的な関心事 環境事項 主要報告手段
従業員 職の確保 環境ビジョンと目標 年次報告書
安全 環境達成状況 環境報告書
賃金 2 福利厚生 提示用ポスター
組織内での尊厳 最高経営責任者からのビデオ
-従業員ニュース(企業・部門・工場)










供給業者と 製品品質 安全かっ環境へ配慮、 広告宣伝

















業界団体 行動綱領の遵守 業界への最善行動指 年次報告書
公共情報 童十への誓約 -環境報告書
業界団体への報告書
環境団体 事業所，地域社会の 目標一継続的改善の 年次報告書
情報 誓約 環境報告書










あり 3 事業所の従業員 3 投資関係者，融資者，政府，地域社会 p 供給業者 3 顧客 ・ 消費者，




心は 3 両者の間の空間的関係によって図 7・2 ・5 のように分類、できる.すなわち 3 空間的関
係はオンサイト (On Site) ，地域(Regional) ，社会(Societal)の 3 つに区分される，オンサイ







































義あることと考えられる .そこで，本論文の第 4---6 章で得られた環境パフォーマンスを
整理し，そこから環境パフォーマンス指標を選定し，その特徴について考察をおこなう.
7. 3. 1 3P アプローチの研究成果のまとめ
第 4---6 章で 3 技術的側面からの 3P アプローチによる環境負荷の定量的評価を中心と
して，環境マネジメントのあり方を考察した.まずこれらの研究の成果をまとめて表 7-:3 ・ 1
に示す.
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表 7・3-1 3 P アプローチの研究成果のまとめ
第 4 草 第 5 章 第 6 章
アプローチ プロセス・アプローチ プロダクト・アプローチ エンジニアリング-ポ リ シ
一・アプローチ




但リ 地域レベル . ~OX 排出に伴う大気汚 -都市と農村の有機物循環 -製品に含有する有害化学
面 染，酸性化 のバランス崩壊 物質の環境への排出・移動
. COD 排出に伴う水質汚 -栄養塩の循環崩壊によ る による人の健康や地域環




よる CO。排出に伴う地 る CO。排出に伴う地球温
球温暖イじ 暖化
対象物質 マクロ物質 (C02 ， NOx , マクロ物質(有機物) ミクロ物質(有害化学物質)
COD，廃棄物)
環境方針 環境影響の最小化 有機系廃棄物の処分量の最 人の健康と環境へのリスク
小イじ の最小化




環境負荷低減の クリーナー ・ プロダクショ 転換技術の導入，組み合わせ PRTR 概念、を用いた有害佑
ための施策 ノ 学物質の管理
環境負荷定量化 LCA MFA , LCA MFA の考え方をミクロ物質
の道具 に応用
環 技術的側 -副産物を発生しない資 -有機物の自然循環を利用 - 流通業における有害化学
境 面 源の選択 した飼料化・堆肥化 物質の管理
効 -資源再利用のためのク -有機物の熱エネルギ一利 -品目別供給額集計システ
果 ローズド・ループ・リサ 用したメタン発酵 ムの構築
の イクリ jレ -燃料電池によるコジェネ -有害物質をできるだけ含
あ -省エネルギー レーシヨン まない商品の選択
る 組織的・社 - 各セクタ一間の流通連携， -製造業者，流通業者，消費
旦 会的側面 副産物連携，情報連携 者の聞のリスク・コミュニ




利害関係者 個々の主体(オンサイト) セクタ一間の相互関係 市民，政府等社会全体を含む
(情報的側面) (地域レベル) (社会レベル)
第 4 章は，オンサイトの工場を対象にした 3 工場からの排気，排水，または汚泥などの
固形廃棄物排出の最小化を目的とした，マクロ物質による環境影響の低減へのプロセス・
アプローチである .省エネ・省資材や労働衛生向上だけでなく，地域・地球環境向上を目
的に 3 クリーナー・プロダクシヨンに関連した施策の環境負荷低減の効果を LCA で評価
した.その結果，副産物を発生しない資源の選択，資源再利用のためのクローズド・ルー
プ ・リサイ クルなどのアプローチが効果があることがわかった.








第 6 章は 3 地域を視野に入れたオンサイトの流通システムを対象に 3 ミクロ物質である
有害化学物質による人の健康や環境へのリスクの最小化を図るエンジニアリング・ポリシ
ー・アプローチである.流通業において製品に含まれる有害物質の代替化・最小化を目的




































表 7-3 ・2 3P アプローチの環境パフォーマ ン ス情報
環境方針 環境目的・目標 環境パフ ォーマンスの情報
操業 時の資材使用 プロセスでの資材 クリ ーニ ング装置の設置に よ り，クロ ーズド ・ ル
の最小化 使用量低減 ープ・ リサイ クルによ る再使用が可能となった .
操業時のエネルギ プロセスでのエネ パッ チ式の新型焼鈍炉設置に よ り ， 省エネが可能
一使用の最小化 ルギー使用量低減 となった.
操業に伴 う 労働衛 有害物質によ る労 銅め っ き液を シ ア ン→ ピ ロ リン酸に変更する こ と
生の向上 働者の曝露リスク により，有害化学物質の回避を実現. 副産物と し
低減 てのシアン汚泥発生も 回避でき 3 汚泥の処理処分
の必要がな く なった.
圧延油を牛脂→エステル系油に変更 し ， 作業性は
良くな っ たが 3 廃油の増加によ り環境負荷は増加 .
クローズ ド ・ ループ・ リ サイクルが必要.
環境方針，環境活動 資材を提供する供 環境方針，目的，目標などの情報提供によ り ， 供








































利害関係者の情報要求への対応，利害関係者にとっての理解可能性の 3 つの特質がある 9
が 3 ここではそのうち環境目的との首尾一貫性 3 利害関係者の情報要求への対応の 2 つに
重点をおく.
まずオペレーショナル・パフォーマンス指標を取り上げ 3 それぞれの指標の伝達先を考
慮した選定を行うと，表 7 ・3 ・3 のように記述できる.組織の環境パフォーマンスのj情報へ
の関心は 3 利害関係者によって相違することから 3 それぞれのアプローチに関わる利害関
係者との空間的関係に沿った指標が得られていることが，この結果から明示できた.










































表 7-3 ・ 3 3P アプローチのオペレーショナル・パフォーマンス指標















ーマンス指標の体系を示した . さらに環境報告の形態について 3 利害関係者による情報の
コミュニケーシヨンの空間的関係から，オンサイト，地域レベル，社会レベルの 3 つに分
類、した.
以上をもとに， 3 P アプローチの研究結果をまとめ 3 それらの環境パフォーマンスを提




チ E ライフサイクルの観点からのアプローチなど指摘されている 10が，そこから得られる
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第 2 章では 3 まず産業社会と環境とを結びつけるシステムに関する概念の中で p 持続可
能な発展に最も適切な方法と判断される 3 産業エコロジーと循環複合体のアプローチを示
した.さらに物質の視点、から得られる物質フロー，物質収支 3 物質代謝の概念をもとに 3
産業社会が川上の生産・流通 3 川中の消費，川下の廃棄物処理の三つの大きな主体からな
























活動を測定 ・ モニタリングすることの重要性を示した .
第 5 章では②プロダクト ・ アプローチを取り上げ 3 食品 を対象に製品連鎖アプローチの
研究を行った .まず都市部人口約 130 万規模の食品の生産 ・ 消費システムとそれに携わ る
フ ードチ ェ イ ンのセ クタ ーを対象に，現状のマテ リ アルフローを解析 し 3 それぞ、れのエネ
ルギー投入量と副産物量を把握 した . 第二に工業化された食品の生産 ・ 消費システムでの
エネルギー消費や有機副産物に起因する環境負荷削減を図 る た め 3 コ ンポスト， RDF 発電 ，
メ タン発酵装置 を伴 っ た燃料電池な どの資源転換装置を組み入れた循環志向のフードシス




大 き く ，また食品工場のみならず一次産品加工に伴う有機副産物の発生が顕著となった .






第 6 章では 3 第 4 ， 5 章がマクロ物質の循環形成 3 排出量削減を目的としたのに対し 3
ミ クロな物質としての有害化学物質を扱い，工場 ・ 事業所が自ら対策に取り組めるような，
環境リスクを総体として低減させてい くことができる化学物質の包括的な管理システムと
しての PRTR 制度を③エンジニアリング・ポリシー・アプローチとして取り上げた.各国






て PRTR 的に化学物質を管理することを提案し 3 排出源により近い流通段階で製品情報を
チェックし 3 各地域での原料と使用量の両方をより精度良く把握できるという利点だけで
な く ， 製造側と市民側とのコミュニケーションの接点、 としての流通業の位置づけと，地域




捉えなおした.ま ず環境マネジメ ン トシステムをはじめとして環境パフォーマンス，環境
バ フ ォーマンス指標 3 環境報告に ついて概要を述べた.その上で 3P アプローチの研究成
果を整理し，得られた環境パフ ォ ーマ ンスを提示 し，その指標化をおこなった.その結果，
102 
オペ レーシ ヨナル ・ パフォーマンス指標は，環境組織と利害関係者との閣の空間的関係に
沿った指標と いう特徴をもち 3 マネジメント ・ パフォーマンス指標は，それぞれの事業所
の特徴にかかわ らず 3 環境マネジメン ト システムの構築に適用可能な共通した指標という
特徴を指摘し た .
以上 p 本論文の結論として 3 事業所の環境マネジメントにおいて 3 技術的側面の 3P ア
プローチをもと に ， マ クロ物質の循環形成 3 排出最小化，ミクロ物質の代替による無害化
を図 ること に よって， 事業所活動に伴う環境負荷の低減の効果を明らかにした . また情報
的側面からその効果を環境バフォーマ ンス として捉え 3 環境マネジメントシステムの構築
の際に，環境方針， 環境目的や環境目標に合致 した F 環境パフォーマンス指標を選定し 3
その特徴を提示することができた.
8. 2 今後の課題
本論文では， 産業社会を持続可能な構造に転換することを背景に ，技術的側面 と情報的
側面からのアプローチによって，事業所の環境マネジメントのあ り 方を考察した. 今後の
課題を以下に示す.
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